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Ⅰ 長期優良住宅制度等の概要

（１）長期優良住宅制度の概要
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長期優良住宅に係る認定制度の概要

4

ストック重視の住宅政策への転換 [＝住生活基本法の制定(H18.6）]背景

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律（H21.6施行） 」に基づく長期優良住宅に係る認定制度

認定基準

① 劣化対策

② 耐震性

③ 維持管理・更新の容易性

<1>住宅の長寿命化の
ために必要な条件

<2>社会的資産として
求められる要件

④ 可変性（共同住宅のみ）

⑥ 基礎的な
バリアフリー性能
（共同住宅のみ）

⑤ 高水準の
省エネルギー性能 <4>その他

必要とされる要件

⑧ 住環境への配慮

⑨ 住戸面積

⑦ 維持保全計画の提出

特例措置

認定実績

<3>長く使っていく
ために必要な要件

＜１．税制＞
【新 築】所得税／固定資産税／不動産取得税／登録免許税の特例措置
【増改築】所得税／固定資産税の特例措置（平成29年度税制改正による）

＜２．融資＞
住宅金融支援機構の支援制度による金利の優遇措置

＜３．補助制度＞
【新 築】中小工務店等に対する補助
【増改築】既存住宅の長寿命化に資する取組に対する補助

○ 長期優良住宅の建築・維持保全に関する計画を所管行政庁が認定
○ 認定を受けた住宅の建築にあたり、税制・融資の優遇措置や補助制度の適用が可能
○ 新築に係る認定制度は平成21年6月より、増改築に係る認定制度は平成28年4月より開始

【新築】累計実績（H21.6～H31.3）
1,024,989戸（一戸建て：1,004,152戸、共同住宅等：20,837戸）
※H30年度 …109,386戸（住宅着工全体の11.5％）

一戸建て：108,800戸（住宅着工全体の25.1％）
共同住宅等：586戸（住宅着工全体の 0.1％）

【増改築】累計実績（H28.4～H31.3）
738戸（一戸建て：693戸、共同住宅等：45戸）

※割合は新設住宅着工数に対する長期優良住宅の認定戸数の比率
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長期優良住宅の認定基準（新築）の概要

性能項目等 新築基準の考え方 一戸建ての住宅 共同住宅等

劣化対策 数世代にわたり住宅の構造躯体が使
用できること

劣化対策等級（構造躯体等）等級3
かつ構造の種類に応じた基準

耐震性
極めて稀に発生する地震に対し、継
続利用のための改修の容易化をはか
るため、損傷のレベルの低減を図ること

耐震等級（倒壊等防止）等級2 等

維持管理・
更新の容易性

構造躯体に比べて耐用年数が短い
内装・設備について、維持管理（清
掃・点検・補修・更新）を容易に行う
ために必要な措置が講じられているこ
と。

維持管理対策等級(専用配管）等級３

-
維持管理対策等級（共用配管）等級３
更新対策（共用排水管）等級３
※一部の基準を除く

可変性
居住者のライフスタイルの変化等に応
じて間取りの変更が可能な措置が講
じられていること。

- 躯体天井高さ2,650mm以上

バリアフリー性
将来のバリアフリー改修に対応できるよ
う共用廊下等に必要なスペースが確
保されていること

- 高齢者等配慮対策等級（共用部分）等
級３ ※一部の基準を除く

省エネルギー
性

必要な断熱性能等の省エネルギー性
能が確保されていること。 断熱等性能等級 等級４

居住環境
良好な景観の形成その他の地域にお
ける居住環境の維持及び向上に配
慮されたものであること。

地区計画、景観計画、条例によるまちなみ等の計画、建築協定、景観協定等の
区域内にある場合には、これらの内容と調和を図る。

住戸面積 良好な居住水準を確保するために必
要な規模を有すること。

75㎡以上 55㎡以上
かつ少なくとも1の階の床面積が40㎡以上

維持保全計画
建築時から将来を見据えて、定期的
な点検・補修等に関する計画が策定
されていること

定期的な点検・補修等に関する計画を策定
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長期優良住宅の認定基準（増改築）の概要①

性能項目等 新築基準の概要 増改築基準の概要

劣化対策 劣化対策等級（構造躯体等）の等級３の基準（新築住
宅）に適合し、かつ構造の種類に応じた基準に適合
〔木造・鉄骨造〕
・床下空間の有効高さ確保及び床下・小屋裏の点検口設
置など
〔鉄筋コンクリート造〕
・水セメント比を減ずるか、かぶり厚さを増すこと

劣化対策等級（構造躯体等）の等級３の基準（既存住宅）
に適合し、かつ構造の種類に応じた基準に適合
〔木造・鉄骨造〕
同左（一定の条件を満たす場合は床下空間の有効高さ確保を
要しない）
〔鉄筋コンクリート造〕
同左（中性化深さの測定によることも可能）

耐震性 以下のいずれか
・耐震等級（倒壊等防止）等級２の基準（新築住宅）
に適合すること。
・耐震等級（倒壊等防止）等級１の基準（新築住宅）
に適合し、かつ安全限界時の層間変形を1/100（木造の
場合1/40）以下とすること。
・住宅品確法に定める免震建築物であること。

以下のいずれか
・耐震等級（倒壊等防止）等級１の基準（既存住宅）に適
合すること。
・住宅品確法に定める免震建築物であること。

長期優良住宅（増改築）の認定基準の考え方

性能項目 新築基準 増改築基準（以下の水準でも可）

劣化対策 基礎高400mm 基礎高300mm＋雨はね防止措置

耐震性 耐震等級２ 耐震等級１

断熱性 断熱等級４ 断熱等級３＋一次エネ等級４

可変性 躯体天井高
2,650mm 居室天井高2,400mm

バリアフリー性（共同のみ） エレベーター設置 共用階段の両側に手すり設置

表 新築住宅と増改築基準の相違点（例）〇 既存住宅の特性や現実的なリフォームの
可否を踏まえ、その水準を設定。
• 既存住宅としての優良性を評価する。
• 既存住宅の特性やリフォーム実施の難

易度等を踏まえ、その水準を定める。
• リフォームでの対応が困難又は合理的

でない場合については、代替措置を設
定する。
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性能
項目等 新築基準の概要 増改築基準の概要

維持管理・
更新の
容易性

原則として、以下の基準（新築住宅）に適合すること。
・維持管理対策等級（専用配管）の等級３
・維持管理対策等級（共用配管）の等級３
・更新対策（共用排水管）の等級３

原則として、以下の基準（既存住宅）に適合すること。
・維持管理対策等級（専用配管）の等級３
・維持管理対策等級（共用配管）の等級３
・更新対策（共用排水管）の等級３
ただし一部の基準において将来的な更新を計画に位置付ける場合、
当該基準を適用しない。

可変性
〔共同住宅
及び長屋〕

・躯体天井高さ2,650mm以上 ・躯体天井高さ2,650mm以上
又は
・居室天井高さ2,400mm以上

バリアフリー
性
〔共同住宅
等〕

原則として、高齢者等配慮対策等級（共用部分）の
等級３の基準（新築住宅）に適合すること。
※一部の基準を除く

原則として、高齢者等配慮対策等級（共用部分）の等級３の基
準（既存住宅）に適合すること。
※一部の基準を除く
ただし各階を連絡する共用階段のうち少なくとも一つが、両側に手す
りを設置した場合、エレベータに関する基準を適用しない。

省エネル
ギー性

断熱等性能等級の等級４の基準（新築住宅）に適
合すること。

断熱等性能等級の等級４の基準（既存住宅）に適合すること。
又は
断熱等性能等級の等級３の基準（既存住宅）、一次エネルギー
消費量等級の等級４の基準（既存住宅）に適合すること。

居住環境 ・地区計画、景観計画、条例によるまちなみ等の計画、建築協定、景観協定等の区域内にある場合には、これらの内容と調和
が図られること。

住戸面積 少なくとも１の階の床面積が40㎡以上(階段部分を除く面積)かつ、以下に適合すること。
〔一戸建ての住宅〕 75㎡以上（２人世帯の一般型誘導居住面積水準） ※地域の実情に応じ、変更可。
〔共同住宅等〕 55㎡以上（２人世帯の都市居住型誘導居住面積水準） ※地域の実情に応じ、変更可。

※既存住宅の場合、「長期使用構造等とするための増築または改築」を伴うことが要件。
（長期仕様構造等に関連のない増改築のみを行う場合は認定申請ができない）

長期優良住宅の認定基準（増改築）の概要②
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新築住宅の住宅性能表示制度とは、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」の規定により、住宅の基本的な性能について、

共通のルール（国が定める日本住宅性能表示基準・評価方法基準）に基づき、

公正中立な第三者機関（登録住宅性能評価機関）が

設計図書の審査や施工現場の検査を経て等級などで評価し、

建設住宅性能評価書が交付された住宅については、迅速に専門的な紛争処理が受けられる

平成12年度から運用が実施された任意の制度である。

●性能評価項目のイメージ 10分野33項目について
等級等による評価等を行う。

例「構造の安定」の場合

項目 等級 具体的な性能

1-1耐震等級
（構造躯体の
倒壊等防止）
【地震等に対
する倒壊のし
にくさ】

等級３
極めて稀に（数百年に一回）発生する地震による力の1.5倍の力に対
して建物が倒壊、崩壊等しない程度

等級２
極めて稀に（数百年に一回）発生する地震による力の1.25倍の力に対
して建物が倒壊、崩壊等しない程度

等級１

極めて稀に（数百年に一回）発生する地震による力に対して建物が倒
壊、崩壊等しない程度

＝建築基準法がすべての建物に求めている最低基準

② 火災時の安全

●住宅性能表示制度の実績（2000年度～2019年度）

・令和元年度の実績は約24万5千戸、新設住宅の27.7％が住宅性能表示制度を利用※

■ 既存住宅

■ 新築住宅⑤ 温熱環境・エネルギー消費量

① 構造の安定

④ 維持管理・更新への配慮

③ 劣化の軽減

⑨ 高齢者等への配慮

⑧ 音環境

⑦ 光・視環境

⑩ 防犯

3 

125 116 97 93 90 76 52 
88 

137 127 117 132 141 136 
172 167 177 

0 

96 106 56 

556 

259 232 
304 275 300 

245 

445 

193 
250 240 224 

145 
223 

0

100

200

300

400

500

600

'02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 '14 '15 '16 '17 '18 '19
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⑥ 空気環境

・令和元年度の実績は400戸、制度開始からの累計実績は約6,200戸※

※新築住宅は設計住宅性能評価書、既存住宅は建設住宅性能評価書の交付ベースで集計

（参考）住宅性能表示制度の概要
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認定から維持保全にかけての一般的な手続きの流れ

所管行政庁への
認定申請
(法第5条)

認定／着工
(法第6条)適合証の交付登録住宅性能評価機関への

技術的審査の依頼

工事
完了

維持保全 (法第11条)

地位の承継(法第10条)

設計住宅性能
評価書の交付

登録住宅性能評価機関への
設計住宅性能評価の依頼

認
定
申
請
書
、

添
付
図
書
の
作
成

計画変更(法第8条)

リフォーム時は計画変更の申請を
行い、所管行政庁の認定を受ける
（軽微な変更を除く）

一般承継や売買等により認定長期優良
住宅の所有権その他必要な権原を取得
した者は、当該計画の新たな実施者とし
て地位を承継できる。

• 維持保全計画に基づく点検を実施
• 維持保全記録の作成・保存
• 所管行政庁は認定計画実施者に対し、維持保全の状況について報告を求めることができる。

維持保全において生じる手続き例建築工事が完了した旨の報告
（告示208号三２）

認定計画実施者は、認定長期優良住
宅建築等計画に従って建築工事が行
われた旨を建築士等が確認した書類に
より報告を行う
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長期優良住宅に係る法令等の改廃履歴

H21.6.4 制度創設（「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」施行）

H22.6.1 申請書の様式自由化、着工時期に関する運用の弾力化 等
（省令 改正）
① 申請書の記載内容について法令で定める必要事項の全てが記載されている場合、別の書面

を使用可能に
② 申請を着工前にしている場合、認定前に着工可能に（従前は認定後着工のみ可能）
③ 申請時の提出資料について審査の実情に応じて、書類省略可能に

H24.4.1 共用配管に関する基準の緩和（告示 改正）
共同住宅の共用配管について、パイプスペースが「区画された竪穴」である必要がなくなる

H27.4.1 省エネルギー性の基準改正（品確法の省令、告示 改正）
住宅性能表示制度の「省エネルギー対策等級」に代わり、「断熱等性能等級」「一次エネルギー消
費量等級」が設定されたことを受け、長期優良住宅の基準では「断熱等性能等級」を準用するこ
とに（※H11基準からH25基準に変更）

H28.4.1 増改築認定の創設（省令、告示 改正）
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Ⅰ 長期優良住宅制度等の概要

（２）長期優良住宅に対する支援策

11



長期優良住宅に係る支援制度

新築 増改築

補
助

地域型住宅グリーン化事業（長寿命型）
中小工務店等が整備する木造の長期優良住宅について支援
【補助限度額】110万円／戸 等

長期優良住宅化リフォーム推進事業
既存住宅の長寿命化に資するリフォーム等について支援
【補助率】補助対象経費の１／３
【補助限度額】200万円／戸 等

税

以下の税における特例措置
所得税

住宅ローン減税：一般住宅より控除対象限度額を1,000万円引き上げ
（控除期間は原則10年間）
投資型減税：標準的な性能強化標準費用相当額の10％を控除

登録免許税
一般住宅より税率を軽減（保存登記：1.5/1000→1.0/1000 等）

不動産取得税
一般住宅より課税標準からの控除額を100万円上乗せ

固定資産税
一般住宅より1/2減額する期間を2年延長（戸建て5年、マンション7年）

以下の税における特例措置
所得税

ローン型減税：ローン残高の一定割合を控除（控除期間は5年間）
投資型減税：標準的な性能強化標準費用相当額の10％を控除

固定資産税
2/3減額（減額期間は1年）

融
資

【フラット３５】Ｓ （金利Ａプラン）
フラット３５の借入金利を当初10年間、0.25%引き下げ

金利引継特約付き【フラット３５】
住宅売却の際に、購入者へ住宅ローンを引き継ぐことが可能

【フラット５０】
償還期間の上限が50年間。住宅売却の際に、購入者へ住宅ローン
を引き継ぐことが可能

【フラット３５】Ｓ （金利Ａプラン）
フラット３５の借入金利を当初10年間、0.25%引き下げ

金利引継特約付き【フラット３５】
住宅売却の際に、購入者へ住宅ローンを引き継ぐことが可能

【フラット３５】リノベ （金利Ａプラン）
フラット35の借入金利を当初10年間、0.5%引き下げ

【フラット５０】
償還期間の上限が50年間。住宅売却の際に、購入者へ住宅ローン
を引き継ぐことが可能

※いずれも認定を受けた住宅を取得する場合又は認定を受けていない住
宅を取得し、リフォームを実施して認定を受ける場合に利用可能
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地域型住宅グリーン化事業

•地域型住宅の規格・仕様
•資材の供給・加工・利用
•積算、施工方法
•維持管理方法
•その他、グループの取組

共通ルールの設定

グループの構築

関連事業者の
連携体制の構築

建築士
事務所

建材流通
事業者

プレカット
事業者

中小
工務店

原木
供給者

製材
事業者

地域における木造住宅の生産体制を強化し、環境負荷の低減を図るため、資材供給、設計、施工などの連携
体制により、地域材を用いて省エネルギー性能や耐久性等に優れた木造住宅・建築物の整備、住宅の省エネ改
修の促進を図るとともに、当該木造住宅の整備と併せて行う三世代同居への対応等に対して支援を行う。

地
域
型
住
宅
・
建
築
物
の
整
備

太陽熱温水器

高効率給湯機
劣化対策

耐震性

計画的な維持管理

優良建築物型
認定低炭素建築物など一定の良質な建築物

１万円/㎡ （床面積）

外皮の
高断熱化

外皮の高断熱化

１次エネルギー消費量が
基準と比べ少ない

その他一定の措置（選択）
・ＢＥＭＳの導入
・節水対策
・ヒートアイランド対策 等

補助対象（住宅）のイメージ

補助対象（建築物）のイメージ

省エネ改修型
省エネ性能が一定程度向上する断熱改修

長寿命型

高度省エネ型

補助限度額
110万円/戸 ※１長期優良住宅

認定低炭素住宅
性能向上計画認定住宅
ゼロ・エネルギー住宅

110万円/戸 ※１
110万円/戸 ※１
140万円/戸 ※２

・地域材加算 ……… 主要構造材（柱・梁・桁・土台）の過半に地域材を
使用する場合、20万円/戸を限度に補助額を加算

・三世代同居加算 … 玄関・キッチン・浴室又はトイレのうちいずれか２つ以上
を複数箇所設置する場合、30万円/戸を限度に補助額を加算

※１ ４戸以上の施工経験を有する事業者の場合、
補助限度額100万円/戸

※２ ４戸以上の施工経験を有する事業者の場合、
補助限度額125万円/戸

50万円/戸
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長期優良住宅化リフォーム推進事業

良質な住宅ストックの形成や、子育てしやすい生活環境の整備等を図るため、既存住宅の長寿命化や省エネ化等に資する性能
向上リフォームや子育て世帯向け改修に対する支援を行う。

効 果

○子育てしやすい
生活環境の整備

○ 良質な既存住宅ストックの
形成

○ 既存住宅流通・
リフォーム市場の活性化

【対象事業】

以下の①、②を満たすリフォーム工事

①インスペクションを実施し、維持保全計画・履歴を作成すること

②工事後に耐震性と劣化対策、省エネルギー性が確保されること

【補助率】 １／３

【限度額】 １００万円／戸

○ 長期優良住宅（増改築）認定を取得する場合 ２００万円／戸

さらに省エネ性能を向上させる場合 ２５０万円／戸

○ 三世代同居改修工事を併せて行う場合は、上記の限度額のほか、

５０万円／戸を上限として補助

○若者・子育て世帯が工事を実施する場合、または既存住宅を購入

し工事を実施する場合は、上記の限度額に、５０万円／戸を加算

事 業 概 要

○インスペクションの実施

○性能向上等 ・耐震性 ・劣化対策 ・省エネルギー性
・維持管理・更新の容易性 ・バリアフリー性 ・可変性

○維持保全計画・履歴・長期修繕計画の作成

○三世代同居改修○子育て世帯向け改修
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一般住宅と認定長期優良住宅に係る税制措置

一般住宅 認定長期優良住宅

所得税 *１
(住宅ローン減税)

所得税 *２
(投資型減税)

標準的な性能強化費用相当額（H26.3までは上限500万円、
H26.4からは上限650万円）の10％相当額を、その年の所得税
額から控除 *３

登録免許税
税率の軽減
①保存登記 1.5/1000
②移転登記 3.0/1000

税率の軽減
①保存登記 1.0/1000
②移転登記 戸建て 2.0/1000

ﾏﾝｼｮﾝ 1.0/1000

不動産取得税 課税標準から1200万円控除 課税標準から1300万円控除

固定資産税
【一戸建て】
１～３年目 １/２軽減

【マンション】
１～５年目 １/２軽減

【一戸建て】
１～５年目 １/２軽減

【マンション】
１～７年目 １/２軽減

*１ 控除額が所得税額を上回る場合は翌年度の個人住民税額から控除（H26.3までは最高9.75万円、H26.4からは最高13.65万円）
*２ 控除額がその年の所得税額を超える場合は、翌年分の所得税額から控除
*３ H26.4からは減税額の算定基礎となる㎡単価（かかり増し費用）を引上げ
(注) 認定長期優良住宅に係る所得税の特例は、*１と*２の選択制

住宅取得の契約を税率引き上げ時（H26.4.1）の6ヶ月前（H25.9.30)までに締結し、H26.4.1以降に引渡しを受ける場合、
H26.4.1以降の新税率及び税制特例が適用される。

居住
開始年

控除対象
限度額 控除率 控除

期間
最大

控除額
H25.1

～
H26.3

3000万円
1.0％ 10

年間

300万円

H26.4
～

H33.12
5000万円 500万円

居住
開始年

控除対象
限度額 控除率 控除

期間
最大

控除額
H25.1

.～
H26.3

2000万円
1.0％ 10

年間

200万円

H26.4
～

H33.12
4000万円 400万円
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長期優良住宅化リフォーム等に対応した所得税等の特例措置

⇒ 標準的な費用額の10％を所得税額から控除

※ カッコ内の金額は、太陽光発電を設置する場合

⇒ ローン残高の一定割合を所得税額から控除

対象工事
対象ローン

限度額
控除率

最大控除額
（5年間）

バリアフリー
省エネ

三世代同居
長期優良住宅化

リフォーム
【省エネ＋耐久性】

250万円 2.0％

62.5万円

250万円×2％×5年
= 25万円

750万円×1％×5年
= 37.5万円その他工事

2.0%分と合計
して1,000万円

1.0％

対象となる改修住宅 減額割合 減額期間

耐震 1/2 1年 (*)

バリアフリー 1/3 1年

省エネ 1/3 1年

長期優良住宅化リフォーム
（耐震・省エネのいずれかを行うことが必須）

2/3 １年(*)

⇒ 固定資産税の一定割合を減額

(*) 特に重要な避難路として自治体が指定する道路の沿道にある住宅の耐震改修は２年
間1/2減額（長期優良住宅化リフォームの場合は１年目2/3減額、２年目1/2減額）

所得税（投資型・現金購入者向け） ～2021.12 所得税（ローン型・ローン利用者向け） ～2021.12

固定資産税 ～2022.3（2年延長）

対象工事 対象限度額 最大控除額

耐震 250万円 25万円

バリアフリー 200万円 20万円

省エネ
250万円

（350万円）
25万円

（35万円）

三世代同居 250万円 25万円

長期優良住宅化リフォーム

耐震＋省エネ＋
耐久性

500万円
（600万円）

50万円
（60万円）

耐震・省エネの
いずれか＋耐久
性

250万円
（35万円）

25万円
（35万円）

※ 長期優良住宅化リフォームにより特例を受ける場合は、増
改築による長期優良住宅の認定の取得が必要。

※ 耐久性工事とは、劣化対策工事、維持管理・更新の容易
性を確保する工事をいう。
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フラット３５Ｓの金利引下げ措置の対象となる住宅の基準の概要

○ 省エネルギー性等の性能が優れた住宅

《耐震性に優れた住宅》

従来より強い地震力に対して
倒壊、崩壊等しない程度の性
能が確保された住宅（免震住
宅を含む）

○耐震等級（構造躯体
の倒壊等防止）２以上
又は免震建築物であ
ること。

耐震化の推進 バリアフリー化の推進

《耐久性・可変性に

優れた住宅》

長期の安定した居住を可能と
する耐久性を有し、模様替え
等の容易性について適正な
水準が確保された住宅

○劣化対策等級３、維持
管理対策等級２以上及
び一定の更新対策 （更

新対策については共同
住宅等に限る。）のすべ
てに適合すること。

耐久性・可変性の推進

《省エネルギー性に

優れた住宅》

居住空間を断熱材で包み込
むことにより、従来より高い水
準の断熱性を実現した住宅

地球温暖化対策の推進

《バリアフリー性に

優れた住宅》

介助用車いす使用者が、移
動、入浴等の基本的な生活
行為を行うための措置が確保
された住宅

○高齢者等配慮対策
等級３以上であるこ
と。

○ 長期優良住宅等の特に優れた住宅

○耐震等級（構造躯体
の倒壊等防止）３であ
ること。（数百年に一度
程度で発生する地震の１．
５倍の地震力に対して倒
壊、崩壊等しない程度の
性能）

耐震化の推進 バリアフリー化の推進 耐久性・可変性の推進地球温暖化対策の推進

○高齢者等配慮対策等
級４以上であること。
（共同住宅の専用部分
については等級３）（等
級３より緩やかな階段勾配、
玄関及び脱衣室に手すり
設置、等級３より広い寝室・
便所・浴室等）

○長期優良住宅である
こと。

・断熱等性能等級４
・劣化対策等級３に加えて、
床下及び小屋裏点検口の
設置、一定の床下空間の
確保等の措置

・原則維持管理等級３
・定期的な点検・補修等に関
する計画の策定 等

•省エネルギー性、耐震性等に優れた住宅の供給促進のため、証券化支援の枠組みの下で住宅ローンの金利引下げを行う制度。

フラット３５Ｓの金利引下げ措置の内容

5年 10年

▲0.25％

5年

▲0.25％

○ 省エネルギー性等の性能が優れた住宅を取得する

場合は、当初５年間の金利を０．２５％引き下げる。

○ 長期優良住宅等の特に優れた住宅を取得する場

合は、当初１０年間の金利を０．２５％引き下げる。

省エネルギー性等の
性能が優れた住宅 長期優良住宅等の

特に優れた住宅

金利引下げ期間 金利引下げ期間

金
利
引
下
げ
幅

金
利
引
下
げ
幅

対象とする住宅

省エネルギー性、耐震性、バリアフリー性及び耐

久性・可変性のうちいずれかの性能が優れた住宅

以下のいずれか（＊）

○断熱等性能等級４であ
ること。

○一次エネルギー消費量
等級４以上であること。

フラット３５Ｓの概要

○一次エネルギー消費量
等級５であること（認定
低炭素住宅及び性能向
上計画認定住宅を含
む。）。

＊ 令和３年１月以後に設計検査申請等を行うものは断熱等性能等級４かつ一次エネルギー消費量等級４以上
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フラット３５における金利引継特約の導入

※ 金利引継特約とは、借入れの対象となる住宅を売却する際に住宅ローンを住宅購入者へ引き継ぐこと（債務
承継）ができる特約のこと。住宅ローンの金利を引き継ぐことができるため、金利上昇時においては、新規の住
宅ローンを借入れる場合よりも低い金利（売却者が住宅を購入した当時の住宅ローン金利）で借り入れるこ
とができる。

フラット35において、長期優良住宅を対象として「金利引継特約※」を導入
（平成29年度より）
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地震保険における保険料の割引

対象 割引率
免震建築物 50%
耐震等級３ 50%
耐震等級２ 30%
耐震等級１ 10%

適用条件：住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく、免震建築物に該当する建物である
ことまたは耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）を有している建物であること

確認資料の代表例

• 住宅性能証明書
• 技術的審査適合証
• 設計内容説明書
• フラット35Sに関する適合証明書

• 建設住宅性能評価書
• 設計住宅性能評価書
• 認定通知書

（出典）一般社団法人 日本損害保険協会

長期優良住宅に係る書類（技術的審査適合証、認定通知書）により、地震保険の
保険料の割引を受けることができる。
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「ぎふ省エネ住宅建設支援事業費補助金」

●長期優良住宅であれば上乗せ補助
岐阜県内の工務店で、平成28年省エネルギー基準等を満たした木造住宅を新

築又は改修する場合、補助を行う。

「長期優良住宅の認定を受けていること」「補助対象者が県外からの移住者で
あること」のいずれかを満たす場合、上乗せ補助を実施している。

所管行政庁独自の取組 （岐阜県）
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Ⅰ 長期優良住宅制度等の概要

（３）関連する制度の概要
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〇 既存住宅の流通促進に向けて、｢不安｣｢汚い｣｢わからない｣といった従来のいわゆる「中古住宅」のマイナス
イメージを払拭し、 ｢住みたい｣｢買いたい｣既存住宅を選択できるようにする。

〇 このため、耐震性があり、インスペクション（建物状況調査等）が行われた住宅であって、リフォーム等につい
て情報提供が行われる既存住宅に対し、国の関与のもとで事業者団体が標章（「安心Ｒ住宅」）を付与するし
くみを創設。

【平成29年11月6日告示公布、平成29年12月1日告示施行、平成30年4月1日標章使用開始】

「品質が良く、安心して購入できる」

「既存住宅だけどきれい、既存住宅ならではの良さがある」

「選ぶ時に必要な情報が十分に提供され、納得して購入できる」

従来のいわゆる「中古住宅」 「安心Ｒ住宅」 ～「住みたい」「買いたい」既存住宅～

「品質が不安、不具合があるかも」

「古い、汚い」

「選ぶための情報が少ない、わからない」

（既存住宅を紹介しているwebサイト（イメージ））

など

インスペクション済み耐震性あり

リフォーム等の情報現況の写真

「安心Ｒ住宅」（特定既存住宅情報提供事業者団体登録制度）

「安心Ｒ住宅」ロゴマーク
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「安心Ｒ住宅」（特定既存住宅情報提供事業者団体登録制度）の概要

①基礎的な品質があり｢安心｣
③情報が開示されていて

「わかりやすい」

◇外装、主たる内装、水廻り
の現況の写真を閲覧でき
る

◇広告時に点検記録等の保管
状況が示され、さらに求めに応
じて詳細情報が開示される

◇インスペクション（建物状況調査
等）の結果、既存住宅売買瑕疵保
険の検査基準に適合

〈インスペクションのイメージ〉

◇新耐震基準等に適合

消費者が「住みたい」「買いたい」と思える既存住宅を選択できる

・広告等で写真を見て、実施済み

のリフォーム工事の内容等を確
認できる 等

・今までに実施した点検や修繕の内容
がわかる

・どんな保険・保証がつくかがわかる 等

・既存住宅だけど、きれい
・これからリフォーム工事にかかる
費用や リフォーム工事後のイメー
ジがわかる 等

相談できる ◇事業者団体が相談窓口を設置している ・トラブルがあっても相談できる 等

〈現況の写真イメージ〉

◇リフォーム工事を実施してい
ない場合は、費用情報を含む
リフォーム提案書がある

②リフォーム工事が実施されていて「きれい」

(仲介事業者等) (住宅リフォーム事業者)

連
携

広告時の情報開示

〈情報開示イメージ〉

「調査報告書」
・ 設計図書 有
・ -------- 無
・ 設備点検 有
・ 修繕 有
・ 保険 有
・ -------- 無

商談時に詳細情報を開示

(仲介事業者等)

◇リフォーム工事によって従来
の既存住宅の「汚い」イメージ
が払拭されて いる

※「安心Ｒ住宅」の「安心」とは
（１） 昭和56年６月１日以降の耐震基準（いわゆる新耐震基準）等に適合すること

（２）インスペクション（建物状況調査等）を実施し、構造上の不具合及び雨漏りが認められず、住
宅

購入者の求めに応じて既存住宅売買瑕疵保険を締結できる用意がなされているものであるこ
と

※「安心Ｒ住宅」の「Ｒ」とは Reuse Reform Renovationを意味している 23



○ 国は、「安心Ｒ住宅」の標章及びそれを使用できる既存住宅の要件を設定する。

その上で、標章の使用を希望する事業者の団体を審査･登録し、標章の使用を許諾する。

○ 事業者団体は、リフォームの基準及び標章の使用について事業者が守るべきルールを設定し、団体の構成員である
事業者の指導･監督を行う。

○ 事業者は、要件に適合した住宅について、団体の基準やルールに則って広告時に標章を使用することができる。

◇「安心Ｒ住宅」の登録団体一覧 令和2年3月13日時点

住宅購入者

事業者団体（一般社団法人等）
団体を審査･登録
標章の使用を許諾

広告時に標章を使用

標章の使用を許諾 事業者
(売主/仲介)

国

標章･要件
の設定

団体事務局

･住宅リフォーム工事の実施判断の基準
･事業者が遵守すべき事項 指導･監督

一般社団法人
○○○○協会

番号 登録日 名称（略称）

１ 平成29年12月25日 一般社団法人優良ストック住宅推進協議会（スムストック）

２ 平成30年1月26日 一般社団法人リノベーション協議会

３ 平成30年3月13日 公益社団法人全日本不動産協会（（公社）全日本不動産協会）

４ 平成30年6月8日 一般社団法人石川県木造住宅協会

５ 平成30年6月28日 一般社団法人日本住宅リフォーム産業協会（ＪＥＲＣＯ）

６ 平成30年6月29日 一般社団法人住まい管理支援機構（ＨＭＳ機構）

番号 登録日 名称（略称）

７ 平成30年8月27日 公益社団法人全国宅地建物取引業協会連合会（全宅連）

８ 平成30年9月25日 一般社団法人全国住宅産業協会（全住協）

９ 平成31年4月26日 一般社団法人ステキ信頼リフォーム推進協会

10 令和2年3月13日 一般社団法人耐震住宅100パーセント実行委員会
（耐震住宅100％実行委員会）

11 令和2年3月13日 一般社団法人住宅不動産資産価値保全保証協会

既存住宅の広告に「安心Ｒ住宅」の標章を使用するための手続
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（１）
｢不安｣の払拭

耐震性
• 現行の建築基準法の耐震基準に適合するもの又はこれに準ずるもの※１

※1 下記のいずれかを満たす住宅
・昭和56年6月1日以降に建築したもの
・昭和56年5月31日以前に建築したもので、耐震診断により安全性が確かめられたもの

構造上の
不具合・
雨漏り

• 既存住宅売買瑕疵保険契約を締結するための検査基準に適合したものであること※２

※２ ・構造上の不具合あるいは雨漏りが認められた場合で、広告時点において当該箇所の改修が完了しているものを含む
・広告時点において、既存住宅売買瑕疵保険の申し込みが受理されている場合はその旨を情報提供すること

共同住宅
の管理

• 管理規約及び長期修繕計画を有するとともに、住宅購入者の求めに応じて情報の内容を開示すること※３

※３ 内容の開示は管理組合の承諾が得られた場合に行う

（２）
｢汚い｣イメージの払拭

• 事業者団体毎に「住宅リフォーム工事の実施判断の基準」を定め、基準に合致したリフォームを実施し、従来の
既存住宅の「汚い」イメージが払拭されていること※４

リフォームを実施していない場合は、リフォームに関する提案書（費用に関する情報を含むもの）を付すとともに、
住宅購入者の求めに応じてリフォーム事業者をあっせんすること

※４ 建築後極めて短いものなどはリフォーム不要

• 外装、主たる内装、台所、浴室、便所及び洗面設備の現況の写真等を閲覧できるようにすること

（３）
｢わからない｣イメージの払拭

下記について情報収集を行い、広告をするときに、当該住宅に関する書類の保存状況等を記載した書面（「安心
Ｒ住宅調査報告書」）を作成・交付するとともに、住宅購入者の求めに応じて情報の内容を開示

｢有｣｢無｣｢不明｣の
開示が必要な項目

建築時の情報
適法性に関する情報、認定等に関する情報、住宅性能評価に関する情報、フラット35適合
証明書、竣工段階の設計図書

維持保全の状況に係る情報
＜戸建て住宅又は共同住宅の専有部分＞

維持管理計画、点検・診断の記録、防蟻に関する情報＜戸建て住宅のみ＞、維持修繕の実施状
況の記録、住宅リフォーム工事･改修に関する書類

保険又は保証に係る情報
構造上の不具合及び雨漏りに関する保険・保証の書類、その他の保険・保証の書類（給排水
管・設備・リフォーム工事に関するもの、シロアリに関するもの＜戸建て住宅のみ＞等）

省エネルギーに係る情報
省エネルギー性能に関する書類、開口部（窓）の仕様に関する情報、省エネ設備に関する情
報

共用部分の管理に係る情報
＜共同住宅等のみ＞

修繕積立金の積立状況に関する書類、共用部分における大規模修繕の実施状況の記録

その他
住宅履歴情報（住宅の設計、施工、維持管理等の情報）を提供した機関に関する事項（機関名、問合せ先等）、登録団体毎の独自の取組
（定期点検サービス、住宅ローンの金利優遇等）、過去に国、地方公共団体その他の団体から補助金等の交付を受けた実績に関する書類、
建築時の販売価格に関する書類、建築時の設計・施工業者に関する書類 等

「安心Ｒ住宅」の要件
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住宅履歴情報について

• 住宅履歴情報は、住宅の現況把握や売買の場面で情報の非対称性解消に資するものであることから、平成28年に
閣議決定された住生活基本計画において、住宅履歴情報を活用した消費者への情報提供の充実が「新たな住宅
循環システム」を創出するための基本的な施策として位置づけられている。

• 住宅履歴情報の蓄積・活用については、有識者、関連事業者、行政の連携のもと策定された共通ルールに基づき、
取組が進められている。

• 令和２年３月末時点で、共通ルールに基づき約１２万件の住宅履歴情報が情報サービス機関に登録されている。

◯共通ルールの策定（平成19～21年度）
有識者として建築、不動産に関する学識者
らからなる住宅履歴情報整備検討委員会
において「住宅履歴情報の蓄積・活用の指
針」を策定
（国土交通省 住宅履歴情報蓄積・活用促
進事業）

◯情報サービス機関の立ち上げ支援
（平成22年度）
住宅履歴情報の保管等を行う情報サービ
ス機関の立ち上げに必要なシステム導入を
支援
（国土交通省 住宅履歴情報蓄積のための
体制整備支援事業）

◯住宅履歴システムの活用の促進
（平成25年度～）
長期優良住宅化リフォーム時における住宅
履歴情報の作成費用を支援
（国土交通省 長期優良住宅化リフォーム
推進事業）

○点検時
住宅の構造や仕様、過去の点検やリ
フォームの記録を把握することで、効率
的かつ的確な点検が可能に

○不具合発生時
不具合発生時に、使用されている建材・
設備を把握することで、原因の特定や適
切な修繕が可能に

○リフォーム時
建築時の図面や過去の修繕記録がある
ことで、必要なリフォーム工事の内容の
的確かつ円滑な検討が可能に

○売却時
性能を示す資料やリフォームの記録、点
検結果などがあることで、建物価値の適
正な評価や円滑な売却が可能に

◆住宅履歴情報の活用◆ これまでの取組

◆住宅履歴情報の蓄積件数
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機関名 所在地 機関名 所在地

一般財団法人 北海道建築指導センター 北海道 価値住宅株式会社 東京都

INDI株式会社 北海道 一般社団法人 JBN 東京都

株式会社 土屋ホーム 北海道 住宅品質保証株式会社 埼玉県

株式会社 インテグラル 茨城県 株式会社 エー・エス・ディ 神奈川県

株式会社 構造計画研究所 東京都 プロパティオン株式会社 神奈川県

株式会社 住宅あんしん保証 東京都 特定非営利活動法人 Smile住宅安心ネットワーク 山梨県

株式会社 フォーラム・ジェイ 東京都 株式会社 タチ基ホーム 愛知県

スマイル・コミュニケーションズ株式会社 東京都 一般社団法人 住宅長期保証支援センター 大阪府

株式会社 エプコ 東京都 株式会社 日本戸建管理 大阪府

株式会社 ハウスジーメン 東京都 福井コンピュータアーキテクト株式会社 福井県

一般財団法人 中小建設業住宅センター 東京都 安心計画株式会社 福岡県

一般社団法人 全国住宅産業協会 東京都 いえとまち株式会社 福岡県

株式会社 日本住宅保証検査機構 東京都 株式会社 プロタイムズ・ジャパン 福岡県

ハウスプラス住宅保証株式会社 東京都 株式会社 マイハウス 長崎県

株式会社 FPコーポレーション 東京都 株式会社 クロダ 長崎県

ジャパン建材株式会社 東京都 （令和２年４月現在）

「いえかるて」情報サービス機関の例

住宅所有者の住宅履歴情報の蓄積・活用をサポートする機関です。
「いえかるて」の商標を掲げた情報サービス機関では、一定の共通ルールに
基づいて住宅所有者や事業者の方より住宅履歴情報を電子化してお預かりし、
保管・提供するサービスを行っています。

住宅履歴情報を取り扱う情報サービス機関

住宅履歴情報の蓄積・活用について
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インスペクションとは

構造耐力上の安全性や雨漏り・水漏れ等の
観点から以下のような部位の劣化事象等を調査。
①構造耐力上主要な部分：基礎・壁・柱 等
②雨水の浸入を防止する部分：屋根・外壁・

開口部 等

【調査結果に係る留意事項】
●瑕疵の有無を判定するものではなく、瑕疵がないことを保証するものではない。
●報告書の記載内容について、調査時点からの時間経過による変化がないことを保証するものではない。
●建築基準関係法令等への適合性を判定するものではない。

専門的な知見を有する者が、建物の基礎、外壁等の部位毎に生じているひび割れ、雨漏り等の劣化事象
及び不具合事象の状況を目視、計測等により調査するもの。

（戸建住宅の場合）

屋根

基礎

柱

外壁

開口部

壁

インスペクション

インスペクションのイメージインスペクションの対象部位の例

クラックスケールによる
基礎のひび割れ幅の計測

買主 売主
売買契約

インスペクション

インスペク
ション依頼

インスペクション事業者

インスペクションの活用例

※「既存住宅インスペクション・ガイドライン」（平成25年6月国土交通省公表）に基づき作成

水平器による柱の傾きの計測

検査料金：４．５万～６万円程度（通常、依頼主である売主が負担）
検査時間：２～３時間程度
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不動産取引のプロである宅建業者が、専門家による建物状況調査（インスペクション）の活用を促すことで、売主・買主が安心して取引ができる
市場環境を整備

背景

１．既存建物取引時の情報提供の充実

○我が国の既存住宅流通シェアは、欧米諸国（約７０～９０％）と比較して極めて低い水準（14.7％）。
○既存住宅の流通促進は、既存住宅市場の拡大による経済効果、ライフステージに応じた住替え等による豊かな住生活の実現等の意義がある。

既存建物取引時に、購入者は、住宅の質に対する不安を抱えている。一方で、既存建物は個人間で売買されることが多く、一般消費者である売主に
広く情報提供や瑕疵担保の責任を負わせることは困難。

申
込

み
①媒介契約締結

売却/購入申込み

②重要事項説明

③売買契約締結

物件の引渡し

契
約
手
続

依頼者の意向に応じ
インスペクション実施

【取引フロー】

①媒介契約締結時

宅建業者がインスペクション業者のあっせんの可否を
示し、媒介依頼者の意向に応じてあっせん

②重要事項説明時

宅建業者がインスペクション結果を買主に対して説明

③売買契約締結時

基礎、外壁等の現況を売主・買主が相互に確認し、そ
の内容を宅建業者から売主・買主に書面で交付

・ インスペクションを知らなかった消費者の
サービス利用が促進

・ 建物の質を踏まえた購入判断や交渉が可
能に

・ インスペクション結果を活用した既存住宅
売買瑕疵保険の加入が促進

・建物の瑕疵をめぐった物件引渡し後のトラ
ブルを防止

【新たな措置内容】 【期待される効果】

２．不動産取引により損害を被った消費者の確実な救済

不動産取引により損害を被った消費者を確実に救済するため、営業保証
金・弁済業務保証金による弁済の対象者から宅地建物取引業者を除外。

業界団体に対し、従業者への体系的な研修を実施するよう努力義務を
課す。

３．宅地建物取引業者の団体による研修

基礎のひび割れ幅の計測

※ 建物状況調査（インスペクション）

⇒ 建物の基礎、外壁等に生じているひび割れ、雨漏り等の劣化事象・
不具合事象の状況を 目視、計測等により調査するもの。

水平器による柱の傾きの計測

※ 既存住宅売買瑕疵保険
⇒ 既存住宅に瑕疵があった場合に修補費用等を保証する保険。

○成果指標

・既存住宅流通の市場規模
４兆円（H25） ⇒ ８兆円（H37）

・インスペクションを受けた既存
住宅売買瑕疵保険の加入割合
５％（H26） ⇒ 20％（H37）
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既存住宅状況調査技術者講習制度の概要

講習の実施・修了証明書の交付

指導・除名等
指導・助言・勧告・登録抹消

売主（又は買主）

既存住宅状況調査
に関する相談

既存住宅状況調査
技術者の情報の公表

相談内容の確認等

講習機関

既存住宅
状況調査
技術者

（建築士）

登録申請

○ 講習機関は、建築士への講習を実施するほか、講習修了者の情報の公表、相談窓口の設置等を実施。

国

更新講習の受講

書面交付 依頼

既存住宅状況調査

ホーム
ページ

相談
窓口

登録

○ 既存住宅売買瑕疵保険の現場検査と同等の調査方法等（構造耐力上主要な部分及び雨水の浸入を防止する部
分の調査・耐震性に関する書類の確認）を規定。

既存住宅状況調査方法基準

既存住宅状況調査技術者講習登録規程

○ 既存住宅の調査の担い手となる技術者の育成を図るため、講習登録規程に基づく既存住宅状況調査技
術者講習制度を創設。５講習機関を登録し約36,000人が講習修了。（令和2年4月末現在）

○ 国の登録を受けた講習機関が建築士に講習を実施し、修了した建築士は調査方法基準に基づき適正に
調査を実施。

登録番号 名称 登録番号 名称

1 一般社団法人住宅瑕疵担保責任保険協会 ４ 一般社団法人日本木造住宅産業協会

２ 公益社団法人日本建築士会連合会 ５ 一般社団法人日本建築士事務所協会連合会

３ 一般社団法人全日本ハウスインスペクター協会 - -

令和2年4月末現在
登録講習の実施機関一覧
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【目標・効果】

法案の概要

（KPI）○25年以上の長期修繕計画に基づく修繕積立金額を設定している分譲マンションの管理組合の割合：約54％（H30）→70％（R７）
○マンションの建替え等の件数（S50からの累計）：325件（H30）→約500件（R７）

背 景・必要性

築40年超のマンションは現在の81.4万戸から10年後には約2.4倍の198万戸、20年後には 約4.5倍の367
万戸となるなど、今後、老朽化や管理組合の担い手不足が顕著な高経年マンションが急増する見込み

老朽化を抑制し、周辺への危害等を防止するための維持管理の適正化や老朽化が進み維持修繕等が困
難なマンションの再生に向けた取組の強化が喫緊の課題

「成長戦略フォローアップ」（令和元年６月２１日閣議決定）（抄）
６.（２）ⅰ）⑤都市の競争力の向上
・マンションストックやその敷地の有効活用のため、管理組合による適正な維持管理を促す仕組みや建替え・売却による

更新を円滑化する仕組み等を検討し、方向性を2019年中にとりまとめ、所要の制度的措置を講ずる。

マンション管理適正化法の改正 マンション建替円滑化法の改正

管理組合による適正な維持管理の促進や建替え・売却による更新の円滑化により、マンションストックやその敷地の有効活用を図る。

マンション管理の適正化の推進

地方公共団体によるマンション管理適正化の推進

除却の必要性に係る認定対象の拡充

マンションの再生の円滑化の推進

団地における敷地分割制度の創設

○マンション管理適正化推進計画制度

適切な管理計画を有するマンションを認定

管理の適正化のために、必要に応じて、管理組合に対して
指導・助言等

上記①等の要除却認定を受けた老朽化
マンションを含む団地において、敷地共
有者の４／５以上の同意によりマンション
敷地の分割を可能とする制度を創設

国による基本方針の策定

国土交通大臣は、マンションの管理の適正化の推進を図るた
めの基本的な方針を策定

・4/5以上の同意によりマンション敷地売却を可能に

基本方針に基づき、管理の適正化の推進を図るための施策
に関する事項等を定める計画を策定

○管理適正化のための指導・助言等

○管理計画認定制度

①外壁の剥落等により危害を生ずるおそれがあるマンション等

・建替時の容積率特例

②バリアフリー性能が確保されて
いないマンション等

・建替時の容積率特例

地方公共団体による以下の措置を講じる

除却の必要性に係る認定対象に、現行の耐震性不足のものに加
え、以下を追加

敷地分割により
要除却認定マン
ションの売却・建
替えを円滑化

要除却認定マンション

（建物の傷みが著しく外壁の剥落等が生じた事例）

マンションの管理の適正化の推進に関する法律
及びマンションの建替え等の円滑化に関する法律の一部を改正する法律案 令和2年2月28日閣議決定
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Ⅰ 長期優良住宅制度等の概要

（４）長期優良住宅制度の運用状況
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長期優良住宅の認定状況

一戸建ての住宅の認定実績【新築】 共同住宅等の認定実績【新築】

56,146 

101,836 

102,869 

102,925 

115,756 

98,704 

103,542

108,085

105,489

108,800

17.6%

24.1% 24.3% 23.3% 23.7% 24.4% 25.0% 25.2% 25.0% 25.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

0

25,000

50,000

75,000

100,000

125,000

150,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

一戸建ての住宅 一戸建ての住宅（割合）

・長期優良住宅建築等計画の認定制度は、新築は平成21年6月4日より、増改築認定は28年4月1日より運用開始

・累計認定実績（平成31年3月末現在）

【新築】1,024,989戸（一戸建ての住宅 1,004,152戸、共同住宅等 20,837戸）

【増改築】 738戸（一戸建ての住宅 693戸、共同住宅等 45戸）

・平成30年度認定実績

【新築】109,386戸（一戸建ての住宅108,800戸、共同住宅等 586戸）

【増改築】 315戸（一戸建ての住宅 298戸、共同住宅等 17戸）

新設住宅着工数に対する長期優良住宅認定戸数の割合は11.5% （一戸建て 25.1%、共同住宅等 0.1%）
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1,952 
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共同住宅等 共同住宅等（割合）
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長期優良住宅（新築）の構造別認定状況①

• 木造住宅の認定件数が年間6万～7万戸前後と最も多い。
• 新設住宅着工戸数に占める認定割合では、
木造が2割弱であるのに対し、S造は約8割となっている。

※割合は新設住宅着工戸数に対する長期優良住宅の認定戸数の比率 （出典）建築着工統計調査。H22以前は構造別のデータがない

構造別認定実績（一戸建ての住宅）

16.8% 16.1% 16.8% 17.2% 18.8%
18.9% 18.8% 19.1%

78.7%
80.7%

79.0% 79.8% 79.6%
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

木造 S造 RC造 木造（割合） S造(割合） RC造(割合）
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• 過去5年間の新設住宅着工戸数に占める認定割合は、
いずれの構造も1%強未満と低い状況

※割合は新設住宅着工戸数に対する長期優良住宅の認定戸数の比率 （出典）建築着工統計調査。H22以前は構造別のデータがない

構造別認定実績（共同住宅等）

長期優良住宅（新築）の構造別認定状況②
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35



Ⅱ 長期優良住宅制度の現状に対する評価と課題

（１）評価
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アンケート調査概要

対象 調査法 調査期間

消費者

過去10年間に新築住宅を購入した消費者

（内訳）
・戸建住宅取得者310人
（うち認定住宅取得者155人）
・共同住宅所有者310人
（うち認定住宅取得者155人）

Web調査 H30.10.23
～H30.10.30

ハウスメーカー （一社）住宅生産団体連合会の企業会員12社 調査票をメールで配布・回収 H30.10.22
～H30.11.7

工務店

・（一社）JBN・全国工務店協会
・全国建設労働組合総連合
・全国中小建築工事業団体連合会
の会員

配布件数：4,384件
有効回答数：605件

調査票を郵送配布。
FAXまたはメールで回収

H30.10.2
～H30.11.2

マンション供給者 （一社）不動産協会の会員会社8社 調査票をメールで配布・回収 H30.11.15
～H30.11.22

所管行政庁 47都道府県と20政令指定都市 調査票をメールで配布・回収 H30.10.1
～H30.10.9

業界団体
・戸建住宅関連団体 8団体
・共同住宅関連団体 4団体
・瑕疵担保責任保険法人 4団体
・その他 3団体

調査票をメールで配布・回収 H30.10.22
～H30.11.12
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制度に対する消費者の認知度

Q. 住宅取得時に、制度や内容について知っていたか／いつ知ったか

消費者 ハウス
メーカー 工務店 所管

行政庁
業界
団体

マンション
供給者

• 住宅取得時に「制度や内容について知っていたか」について、長期優良住宅の取得者においては戸建で6割、共同で5
割強が「知っていた」としている。

• 制度や内容について、「いつ知ったか」について、戸建、共同ともに「検討過程」が多い。

凡例

認定長期優良住宅

認定長期優良住宅　以外

n=

住
宅
を
取
得
し
よ

う
と
す
る
前
か
ら

知
っ

て
い
た

住
宅
を
取
得
し
よ

う
と
し
、

そ
の
検

討
過
程
（

住
宅
事

業
者
を
探
し
て
い

る
過
程
）

で
知
っ

た 住
宅
の
購
入
・
契

約
手
続
き
や
設
計

の
過
程
で
、

担
当

者
等
か
ら
教
え
て

も
ら
っ

て
知
っ

た

(317) 26.5 53.6 19.9

はい (185) 27.6 53.5 18.9

いいえ (132) 25.0 53.8 21.2

全体

認定長
期優良
住宅

27.6 

53.5 

18.9 
25.0 

53.8 

21.2 

0%

20%

40%

60%

[比率の差]

全体 +10 ﾎﾟｲﾝﾄ

全体 +5 ﾎﾟｲﾝﾄ

全体 -5 ﾎﾟｲﾝﾄ

全体 -10 ﾎﾟｲﾝﾄ

n=30以上の場合

凡例

認定長期優良住宅

認定長期優良住宅　以外

住

宅
を
取
得
し
よ

う

と
す
る
前
か
ら

知
っ

て
い
た

住

宅
を
取
得
し
よ

う

と
し
、

そ
の
検

討

過
程
（

住
宅
事

業

者
を
探
し
て
い

る

過
程
）

で
知
っ

た 住

宅
の
購
入
・
契

約

手
続
き
や
設
計

の

過
程
で
、

担
当

者

等
か
ら
教
え
て

も

ら
っ

て
知
っ

た

n=

(264) 35.2 47.0 17.8

はい (165) 30.9 49.7 19.4

いいえ (99) 42.4 42.4 15.2

全体

認定長
期優良
住宅

30.9 

49.7 

19.4 

42.4 42.4 

15.2 
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40%
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[比率の差]

全体 +10 ﾎﾟｲﾝﾄ

全体 +5 ﾎﾟｲﾝﾄ

全体 -5 ﾎﾟｲﾝﾄ

全体 -10 ﾎﾟｲﾝﾄ

n=30以上の場合

制度や内容について、いつ知ったか

【長期優良住宅】

共同戸建 住宅取得時に、制度や内容について知っていたか
【長期優良住宅以外】

制度や内容について、いつ知ったか

住宅取得時に、制度や内容について知っていたか
【長期優良住宅】 【長期優良住宅以外】

(185)

(132)

(165)

(99)

■知っていた
■知らなかった

n=310
単位：％
( )内は実数

■知っていた
■知らなかった

n=310
単位：％
( )内は実数

■有

■無

長期優

良住宅

の認定

■知っていた
■知らなかった

n=310
単位：％
( )内は実数

■知っていた
■知らなかった

n=310
単位：％
( )内は実数

■有

■無

長期優

良住宅

の認定

取得しよう
とする前か
ら知ってい
た

取得しようと
する検討過程
で知った
（住宅事業者
の探している
過程）

住宅の購入、
契約手続き
や設計の過
程で、担当者
から教えても
らった

取得しよう
とする前か
ら知ってい
た

取得しようと
する検討過程
で知った
（住宅事業者
の探している
過程）

住宅の購入、
契約手続き
や設計の過
程で、担当者
から教えても
らった
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住宅の性能向上/維持保全の実施への寄与①

①住宅全体としての性能向上に寄与してい
ると思いますか

⑥住宅の維持保全の実施に対して一般消
費者が意識するようになったと思いますか

②住宅の性能向上に対して住宅事業者一
般が意識するようになったと思いますか

③住宅の性能向上に対して一般消費者が
意識するようになったと思いますか

④住宅全体としての維持保全の実施に寄与
していると思いますか

⑤住宅の維持保全の実施に対して住宅事業
者一般が意識するようになったと思いますか

性
能
向
上

維
持
保
全

所管行政庁
（N=67）

消費者
（N=620）

27

19

10

9

11

32

37

25

29

34

21

157

0

162

299

306

88%

56%

307

165

74

156

99

186

259

221

243

257

152

住宅事業者
（N=629)

78%

63%

74%

75%

そう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそう思わない そう思わない 不明

Q. 長期優良住宅制度が「住宅全体の性能向上」「維持保全の実施」に寄与していると思うか

消費者 ハウス
メーカー 工務店 所管

行政庁
業界
団体

マンション
供給者

• 肯定的回答の割合が総じて高い。また、性能向上に対する肯定的回答の割合が、維持保全に対する割合よりも高い
• 住宅事業者への意識づけへの寄与に比べて、消費者への意識づけへの寄与に対する肯定的回答の割合が低い
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①住宅全体としての性能向上に寄与してい
ると思いますか

⑥住宅の維持保全の実施に対して一般消
費者が意識するようになったと思いますか

②住宅の性能向上に対して住宅事業者一
般が意識するようになったと思いますか

③住宅の性能向上に対して一般消費者が
意識するようになったと思いますか

④住宅全体としての維持保全の実施に寄与
していると思いますか

⑤住宅の維持保全の実施に対して住宅事業
者一般が意識するようになったと思いますか

性
能
向
上

維
持
保
全

工務店
（N=605）

292

160

70

146

97

179

245

213

238

247

145

78%

63%

9

3

2

7

1

2

6

6

3

9

7

ハウスメーカー
（N=11)

100%

91%

マンション供給者
（N=8）

1

0

5

7

1

1

1

1

1

3

1

2

1

4

2

2

2

2

3

4

4

75%

0%

住宅の性能向上/維持保全の実施への寄与②

そう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそう思わない そう思わない 不明

（「住宅事業者」をハウスメーカー、工務店、マンション供給者に分けて分析）
• いずれの住宅事業者も住宅全体の性能向上、住宅の性能向上に対する事業者の意識づけへの寄与については肯定

的な回答が多い。
• 住宅の性能向上に対する一般消費者の意識付への寄与、維持保全の実施に対する寄与については、住宅事業者に

よって傾向が大きく異なる。

Q. 長期優良住宅制度が「住宅全体の性能向上」「維持保全の実施」に寄与していると思うか

消費者 ハウス
メーカー 工務店 所管

行政庁
業界
団体

マンション
供給者
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消費者 ハウス
メーカー 工務店 所管

行政庁
業界
団体

マンション
供給者住宅の性能向上/維持保全の実施への寄与③

Q. 長期優良住宅制度が「住宅全体の性能向上」「維持保全の実施」に寄与していると思うか
• 性能向上に対する肯定的回答の割合が、維持保全に対する割合よりも高い。
• 住宅事業者への意識づけへの寄与に比べて、消費者への意識づけへの寄与に対する肯定的回答の割合が低い
• 共同住宅関連団体による評価は、戸建住宅関連団体による評価と比べて総じて低い

戸建住宅関連団体(８団体) 共同住宅関連団体(４団体) 瑕疵担保責任保険法人関連団体(4団体) その他(３団体)※流通、不動産鑑定、建築士関係

①住宅全体としての性能向上に寄与していると思いますか
そう思う

どちらかといえばそう思う
どちらともいえない

どちらかといえばそう思わない
そう思わない

②住宅の性能向上に対して住宅事業者一般が意識するように
なったと思いますか

そう思う
どちらかといえばそう思う

どちらともいえない
どちらかといえばそう思わない

そう思わない

③住宅の性能向上に対して一般消費者が意識するようになったと
思いますか

そう思う
どちらかといえばそう思う

どちらともいえない
どちらかといえばそう思わない

そう思わない

④住宅全体としての維持保全の実施に寄与していると思いますか
そう思う

どちらかといえばそう思う
どちらともいえない

どちらかといえばそう思わない
そう思わない

⑤住宅の維持保全の実施に対して住宅事業者一般が意識する
ようになったと思いますか

そう思う
どちらかといえばそう思う

どちらともいえない
どちらかといえばそう思わない

そう思わない

⑥住宅の維持保全の実施に対して一般消費者が意識するように
なったと思いますか

そう思う
どちらかといえばそう思う

どちらともいえない
どちらかといえばそう思わない

そう思わない 41



■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

18.4 

17.1 

41.6 

41.3 

24.2 

25.5 

12.9 

12.3 

2.9 

3.9 

住まいに対する消費者の満足度①

• 認定の有無別にみると、性能にかかるいずれの項目においても「長期優良住宅」の方が満足度が高くなっている。
• 認定の有無別にみると、性能にかかる満足度の差が、戸建住宅に比べて共同住宅の方が小さい。

Q. 現在の住まいに満足しているか、不満があるか？（性能関係）

戸建 n=310 単位：％

全体的

構造躯体の
劣化対策

地震に対する
耐震性

設備配管等の維持
管理のしやすさ

外壁・屋根や窓等の
断熱性

住戸内の
バリフリー性

遮音性

共同
■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

29.0 

21.3 

57.7 

55.8 

8.7 

13.2 

3.5 

7.1 
1.0 

2.6 

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

26.1 

8.7 

39.7 

37.1 

30.6 

46.5 

2.9 

6.5 
0.6 

1.3 
■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

32.3 

14.5 

46.5 

44.2 

18.4 

34.8 

1.6 

4.8 
1.3 

1.6 

n=310 単位：％

間取り変更の
しやすさ

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

21.0 

7.7 

48.1 

44.2 

25.8 

40.3 

4.8 

6.1 
0.3 

1.6 
■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

28.7 

11.3 

41.9 

42.6 

20.3 

32.3 

8.1 

10.3 
1.0 

3.5 

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

21.9 

12.6 

34.5 

31.3 

33.9 

45.2 

8.4 

10.0 
1.3 

1.0 
■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

21.6 

10.3 

36.8 

36.5 

28.1 

34.2 

12.9 

14.2 
0.6 
4.8 

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

31.0 

26.5 

55.5 

55.2 

10.0 

13.5 

3.2 

3.9 
0.3 

1.0 

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

16.5 

11.3 

45.8 

44.8 

33.5 

38.1 

3.9 

5.2 
0.3 

0.6 
■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

25.5 

19.7 

52.3 

46.5 

19.7 

30.6 

1.9 

2.6 
0.6 

0.6 

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

11.0 

10.3 

31.6 

27.7 

47.7 

47.4 

8.1 

12.9 
1.6 

1.6 
■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

26.5 

20.6 

38.4 

42.9 

29.4 

31.6 

4.8 

3.5 
1.0 

1.3 

（「戸建」は該当なし）

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

17.4 

14.8 

41.9 

39.0 

35.5 

41.6 

4.5 

3.9 
0.6 

0.6 
■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

23.5 

14.5 

42.3 

49.7 

27.4 

29.4 

6.1 

5.5 
0.6 

1.0 

▼86.7 ▼86.5

▲77.1 ▲81.7

※赤数字は「満足」及び「ど
ちらかというと満足」の合計

消費者 ハウス
メーカー 工務店 所管

行政庁
業界
団体

マンション
供給者
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住まいに対する消費者の満足度②

• 認定の有無別にみると、戸建住宅において、長期優良住宅の取得者の方が「維持保全計画」「アフターサポート」に対
する満足度が高いが、共同住宅においてはその差は小さくなる。

Q. 現在の住まいに満足しているか、不満があるか？（性能関係以外）

戸建 n=310 単位：％

全体的

立地

広さ（面積）、間取り

住宅のデザイン

維持保全計画

価格

共同
■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

n=310 単位：％

アフターサポート

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

▼86.7 ▼86.5

▲77.1 ▲81.7

※赤数字は「満足」及び「ど
ちらかというと満足」の合計

消費者 ハウス
メーカー 工務店 所管

行政庁
業界
団体

マンション
供給者

■認定

有

■認定

無

長期優
良住宅
の認定

42.6 

39.0 

38.1 

36.5 

14.5 

17.1 

4.2 

4.8 
0.6 

2.6 

30.6 

27.7 

43.9 

44.5 

16.8 

19.0 

8.7 

4.5 4.2 

32.9 

26.8 

41.3 

41.6 

18.7 

22.6 

5.5 

6.8 
1.6 

2.3 

20.3 

4.8 

39.4 

31.3 

35.2 

56.5 

5.2 

6.1 
1.3 

22.3 

9.4 

35.5 

30.0 

28.1 

37.4 

10.6 

14.5 

3.5 

8.7 

16.8 

12.6 

35.2 

43.2 

34.5 

30.0 

11.9 

11.9 

1.6 

2.3 

(310)

(310)

50.0 

48.4 

37.4 

33.2 

8.1 

13.9 

3.9 

3.9 
0.6 

0.6 

(310)

(310)

29.7 

24.8 

42.3 

41.9 

20.3 

22.3 

7.1 

9.7 
0.6 

1.3 

(310)

(310)

26.1 

22.3 

44.8 

48.1 

23.9 

23.5 

4.5 

5.2 
0.6 

1.0 

12.3 

11.9 

45.8 

35.2 

36.1 

46.1 

4.2 

5.5 
1.6 

1.3 

15.8 

11.6 

44.2 

36.5 

28.1 

39.7 

8.7 

10.0 

3.2 

2.3 

16.8 

16.1 

50.3 

44.2 

24.5 

29.0 

7.4 

9.4 

1.0 

1.3 

43



長期優良住宅とした理由

高宅 第庁こ明こ 税税動産ら 住きる 地受 行受 住の件待 そ

47.4 

22.9 

35.8 37.7 

12.9 
18.1 

3.9 
1.3 

31.3 

10.3 

19.4 
23.5 

4.8 
8.4 

1.0 1.3 

0%

20%

40%

60%

• 長期優良住宅とした理由について、戸建住宅の場合、「高い性能」の割合が最も高く47.4%。次いで「金利引き下げ
等」が37.7％、「税の特例措置」が35.8％となっている。

• 共同住宅の場合は、戸建住宅同様「高い性能」の割合が最も高く53.5%。次いで「第三者認定」「税の特例措置」
「金利引き下げ等」がほぼ同等で約３割前後となっている。

• 「売却時に有利」は、戸建住宅とくらべて共同住宅の割合が高い。

Q. 実際に取得した住まいを長期優良住宅とした理由は何か？

戸建

共同
(高い性能) (第三者認定) （税の特例措置）（金利引下げ等） (地震保険割引) (行政の補助) (売却時に有利) (その他)

n=310
単位：％
ＭＡ（あてはまるもの２つまで）

n=310
単位：％
ＭＡ（あてはまるもの２つまで）

「共同」は
選択肢なし

(高い性能) (第三者認定) （税の特例措置）（金利引下げ等） (地震保険割引) (行政の補助) (売却時に有利) (その他)

消費者 ハウス
メーカー 工務店 所管

行政庁
業界
団体

マンション
供給者
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長期優良住宅に魅力を感じる点

54.3 

24.3 

36.2 35.0 

16.0 16.5 

2.9 
0.4 

37.9 

10.7 

21.0 
18.5 

5.3 5.8 
0.8 0.0 

0%

20%

40%

60%

・長期優良住宅の魅力・満足感について、戸建住宅の場合「魅力や満足を感じている」の割合は78.4％。魅力等を感じ
る点については、「高い性能」の割合が最も高く54.3%。次いで「税の特例措置」「第三者認定」 となっている。

・共同住宅の場合、「魅力や満足を感じている」の割合は81.0％。魅力等を感じる点については、「高い性能」の割合が最
も高く53.8%。次いで「税の特例措置」が35.5％ となっている。

Q. 実際に取得した住まいが長期優良住宅であることについて、魅力や満足を感じているか？

（「共同」は選
択肢非該当）

(243)

(67)

戸建

共同

(251)

(59)

戸
建

共
同

n=243
単位：％
( )内は実数
ＭＡ（あてはま
るもの２つまで）

n=310
単位：％
( )内は実数

n=310
単位：％
( )内は実数

n=251
単位：％
( )内は実数
ＭＡ（あてはま
るもの２つまで）

(高い性能) (第三者認定) （税の特例措置）（金利引下げ等） (地震保険割引) (行政の補助) (売却時に有利) (その他)

(高い性能) (第三者認定) （税の特例措置）（金利引下げ等） (地震保険割引) (行政の補助) (売却時に有利) (その他)

長期優良住宅に魅力や満
足を感じているか？

どのような点に魅力を感じるか（戸建住宅：ｎ＝243、共同住宅：n=251）

消費者 ハウス
メーカー 工務店 所管

行政庁
業界
団体

マンション
供給者

「共同」は
選択肢なし
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Ⅱ 長期優良住宅制度の現状に対する評価と課題

（２）課題
①共同住宅の認定促進

46



供給される住宅に占める認定長期優良住宅の割合

47

【新築の認定実績（一戸建て／共同住宅等）】

〇 平成30年度末までの累計認定実績は百万戸強（うち共同住宅等は2万戸弱）

〇 平成30年度の一戸建ての認定戸数は住宅着工全体の約1/4だが、共同住宅等の認定戸数は住
宅着工全体の0.1％。

17.6%

24.1% 24.3%
23.3% 23.7% 24.4% 25.0% 25.2% 24.9% 25.1%

0.3% 0.5% 0.7% 1.0% 0.7% 0.5% 0.3% 0.2% 0.3% 0.1%

8.8%

12.7% 12.6% 12.1% 12.1% 11.5% 11.4% 11.2% 11.3% 11.5%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

一戸建ての住宅 共同住宅等 一戸建ての住宅（割合） 共同住宅等（割合） 全体（割合）

（戸）

（年度）

※割合は新設住宅着工数に対する長期優良住宅の認定戸数の比率

累計実績（H21.6～H31.3）1,024,989戸（一戸建て：1,004,152戸、共同住宅等：20,837戸）
※H30年度 …109,386戸（住宅着工全体の11.5％）

一戸建て：108,800戸（住宅着工全体の25.1％）共同住宅等：586戸（住宅着工全体の 0.1％）



Ⅱ 長期優良住宅制度の現状に対する評価と課題

（２）課題
②中小事業者の認定促進

48



【平成３０年度戸建注文住宅の供給戸数と長期優良住宅の認定割合（事業者規模（年間供給戸数）別）】

：長期優良住宅の認定戸数

長期優良住宅の認定取得割合 （大手事業者、中小事業者）

〇 大規模事業者（年間供給戸数１万戸以上）の長期優良住宅の認定取得割合は約９割であり、ほとん
どが長期優良住宅として供給

〇 一方で、小規模事業者（年間供給戸数150戸未満）による長期優良住宅の認定取得割合は1.5割程度

小規模事業者
（１５０戸未満／年）

中規模事業者
（１万戸未満／年）

大規模事業者
（１万戸以上／年）

分譲事業者

年間供給戸数

12.8万戸

13.7万戸

2.5万戸

14.5万戸

1.9万戸（14.7%）

5.2万戸（37.9%）

2.2万戸（88.7%）

1.7万戸（11.8%）

認定戸数
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Ⅱ 長期優良住宅制度の現状に対する評価と課題

（２）課題
③住宅性能表示制度との一体的運用

50



H27. 4. 1より、住宅性能評価において評価を受けなければならない性能表示事項（必須項目）の範囲が、
9分野27項目から4分野9項目に変更。長期使用構造等とするための措置の基準の項目と概ね一致

長期優良住宅の認定基準と住宅性能表示制度の基準の関係(新築の場合)①

●：必須評価項目 ○：選択評価項目

表示すべき事項 H27. 3. 31まで H27. 4. 1以降 等級の最大値 長期優良住宅の
認定基準

１ 構造の安定に関すること

１－１ 耐震等級（構造躯体の倒壊等防止） ● ● 3 2相当※1
１－２ 耐震等級（構造躯体の損傷防止） ● ○ 3 -
１－３ その他（地震に対する構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止） ● ● 免震※1
１－４ 耐風等級 ● ○ 2 -
１－５ 耐積雪等級 ● ○ 2 -
１－６ 地盤又は杭の許容支持力等及びその設定方法 ● ● -
１－７ 基礎の構造方法及び形式等 ● ● -

２ 火災時の安全に関すること

２－１ 感知警報装置設置等級（自住戸火災時） ● ○ 4 -
２－２ 感知警報装置設置等級（他住戸火災時） ● ○ 4 -
２－３ 避難安全対策 ● ○ 3 -
２－４ 脱出対策 ● ○ -
２－５ 耐火等級（開口部） ● ○ 3 -
２－６ 耐火等級（開口部以外） ● ○ 4 -
２－７ 耐火等級（界壁及び界床） ● ○ 4 -

３ 劣化の軽減に関すること ３－１ 劣化対策等級（構造躯体等） ● ● 3 3+α

４ 維持管理・更新への
配慮に関すること

４－１ 維持管理対策等級（専用配管） ● ● 3 3     ※2
４－２ 維持管理対策等級（共用配管） ● ● 3 3-α ※2
４－３ 更新対策（共用排水管） ● ● 3 3-α
４－４ 更新対策（住戸専用部） ● ○

５ 温熱環境・エネルギー消費量に
関すること

５－１ 断熱等性能等級 ● ● ※3 4 4
５－２ 一次エネルギー消費量等級 ● ※3 5 -

６ 空気環境に関すること
６－１ ホルムアルデヒド対策 ● ○ 3 -
６－２ 換気対策 ● ○ -
６－３ 室内空気中の化学物質の濃度等 ○ ○ -

７ 光・視環境に関すること ７－１ 単純開口率 ● ○ -
７－２ 方位別開口比 ● ○ -

８ 音環境に関すること

８－１ 重量床衝撃音対策 ○ ○ 5 -
８－２ 軽量床衝撃音対策 ○ ○ 5 -
８－３ 透過損失等級（界壁） ○ ○ 4 -
８－４ 透過損失等級（外壁開口部） ○ ○ 3 -

９ 高齢者等への配慮
に関すること

９－１ 高齢者等配慮対策等級（専用部分） ● ○ 5 -
９－２ 高齢者等配慮対策等級（共用部分） ● ○ 5 3－α

１０ 防犯に関すること 10－１ 開口部の侵入防止対策 ● ○ -
※1 いずれかを満たせばよい ※２：長期優良住宅の認定基準ではガス管に係るものを除く ※３：5-1又は5-2のいずれかが必須評価目 51



長期優良住宅の
認定基準項目

長期優良住宅で引用している
住宅性能表示制度の基準

長期優良住宅独自の基準
（赤字：追加措置、青字：緩和措置）

劣化対策 劣化対策等級３

構造の種類に応じた措置
木造：点検を行いやすくするための措置（床下空間、床下・小屋
裏の点検口設置）
鉄骨造：さらなる防錆措置又は木造と同様の措置
RC造：水セメント比をさらに5%低減する措置又はかぶり厚さを増
す措置

耐震性
（①～③のいずれか）

①耐震等級（倒壊防止）１ 限界耐力計算を行い、かつ安全限界変形1/100（木造1/40）以
下

②耐震等級（倒壊防止）２以上

③免震建築物

可変性（共同住宅・長屋） 更新対策（住戸専用部） 躯体天井高2,650mm以上

維持管理・更新の容易性
（一戸建ての住宅は①のみ
共同住宅等は①～③）

①維持管理対策等級（専用配管）３ ガス管に係るものを除く

②維持管理対策等級（共用配管）３
維持管理の円滑な実施のための必要な措置が講じられている場合は
以下の基準を適用除外
専用部分に立ち入らないで補修できる位置に露出し
ているか、開口をもつパイプスペース内に設けられて
いること

②について、ガス管に係るものを除く
③更新対策等級（共用排水管）３

高齢者等対策
（共同住宅等）

高齢者等配慮対策等級（共用部分）３以
上

手すり、段差のない構造、共用廊下の高低差に関する基準を除外。
（ＥＶホールの寸法、共用階段の蹴上げ寸法等、共用階段の幅員
は適用）

省エネルギー対策 断熱等性能等級４

（その他の基準）
・住戸面積 ： 一戸建て：75㎡以上、共同住宅等：55㎡以上、一戸建て及び共同住宅等ともに少なくとも１の階の床面積が40㎡以上
・居住環境への配慮 ： 地区計画、景観計画、条例によるまちなみ等の計画、建築協定、景観協定等の区域内にある場合には、これらの内容に適合すること。
・維持保全計画 ： ①構造耐力上主要な部分、②雨水の浸入を防止する部分及び③給排水設備の点検時期（10年以内の間隔）・内容を定めること

点検の結果を踏まえ、必要に応じて、調査、修繕又は改良を行うこと 等

長期優良住宅の認定基準と住宅性能表示制度の基準の関係(新築の場合)②
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長期優良住宅の認定基準と住宅性能表示制度の基準の関係(新築の場合)③

認定基準項目 考え方 基準の内容

住戸面積 良好な居住水準を確保するために
必要な規模を有すること。

【一戸建ての住宅】
床面積の合計が 75 ㎡以上
【共同住宅等】
一戸の床面積の合計（共用部分を除く）が 55 ㎡以上
※いずれも、少なくとも一の階の床面積が 40 ㎡以上（階段部分を除く）
※いずれも、所管行政庁が地域の実情を勘案して別に基準を定めることが可能

居住環境への配慮
良好な景観の形成その他の地域に
おける居住環境の維持及び向上に
配慮されたものであること。

地区計画、景観計画、条例によるまちなみ等の計画、建築協定、景観協定等
の区域内にある場合には、これらの内容に適合すること

維持保全計画
建築時から将来を見据えて、定期
的な点検・補修等に関する計画が
策定されていること。

維持保全計画に以下の事項を定めること。
・構造耐力上主要な部分、雨水の浸入を防止する部分、給水・排水の設備に
ついて、仕様に応じた点検の項目
・時期（点検の時期の間隔が 10 年以内であること）
・点検の結果、必要に応じて補修等を行うこと
・地震・台風時に臨時点検を行うこと
・維持保全の実施期間が 30 年以上であること
等

長期優良住宅独自の基準
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※１ 登録住宅性能評価機関が最初に長期優良住宅建築等計画の一部又は全部の技術的審査を行い、その結果を参考に所管行政
庁が計画を審査し認定することが一般的だが、登録住宅性能評価機関による技術的審査に法的根拠がなく、登録住宅性能評価機関
の技術的審査の内容も含めて所管行政庁が審査に関する責任を負う。そのため、所管行政庁が技術的審査の内容も含めて再度審査
を行う状況となっている

※２ 法第16条 売買時に認定長期優良住宅に係る住宅性能評価書若しくはその写しを契約書に添付等した場合、その写しに表示さ
れた性能を有する住宅を引き渡すことを契約したものとみなす。

※３ 法第17条 地方住宅供給公社は、委託により、認定長期優良住宅の維持保全を行うことができる。

長期優良住宅制度と住宅性能表示制度の主な相違点

長期優良住宅 住宅性能評価
審査内容の
責任主体 所管行政庁※１ 登録住宅性能評価機関

審査体制 登録住宅性能評価機関と所管行政庁の
二段階の審査 登録住宅性能評価機関の審査のみ

現場検査 無
（認定計画実施者への報告徴収のみ）

設計住宅性能評価：無
建設住宅性能評価：評価員による検査

紛争処理体制 無 指定住宅紛争処理機関の活用可
（建設住宅性能評価（新築・既存））

申請対象 建築行為を伴うもののみ 建築行為がなくても申請可
（設計住宅性能評価）

申請時期 着工前
設計性能評価(新築)：着工後も可

建設性能評価(新築)：基礎配筋工事前
建設性能評価(既存)：制約なし

特例措置
・税制措置
・認定長期優良住宅性能評価書の契約みなし※２
・地方住宅供給公社の業務の特例※３

・契約みなし
設計性能評価（新築）
建設性能評価（新築）
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長期優良住宅制度の手続きフロー
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計画変更 (法第８条)

※図中、白背景のものは法律に根拠がないもの

審査体制
登録住宅性能評価機関と所管行政庁の
二段階の審査手続きとなっている。
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住宅性能表示制度の手続きフロー
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Ⅱ 長期優良住宅制度の現状に対する評価と課題

（２）課題
④流通時に評価される環境整備
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維持保全に対する消費者の意識

• 戸建では「10年に１回程度」と回答する者の割合がもっとも高い。
認定の有無別にみると、認定住宅を取得した消費者の方が、より短い期間で点検が必要と回答する者の割合が高い。

• 共同については、認定の有無別で傾向に大きな差はなく、戸建に比べて、より短い期間で点検が必要と回答する者が
多い傾向にある。特に給水管等については「1年に１回程度」が顕著に高い。

Q. 専門業者、工務店等の第三者による住まいの点検は、どの程度の頻度で必要か？

戸 建 共 同

給水管や排
水管などの
設備の部分

屋根や外壁
など雨水の
浸入防止等
に関する部
分

柱や梁など
構造耐力上
主要な部分
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61.8%(322)

24.4%(127)

6.5%(34)

1.5%(8)

1.2%(6)

4.6%(24)

0% 20% 40% 60% 80%

訪問、電話、郵便等による点
検時期等のご案内

住宅引渡し時の説明の徹底

啓発チラシの作成・配布

その他

必要と考えられる支援方策は
ない

不明

n=521

維持保全の重要性等

• 維持保全の必要性や重要性について、「事前の維持保全は重要」とする工務店は86.1％にのぼる。
• 維持保全の認識を高める取組みとして、 「点検時期等のご案内」（61.8％）が最も多い。次いで、「住宅引渡し時

の説明の徹底」（24.4％）の割合が高い傾向にある。

Q. 住宅の維持保全の必要性や重要性についてどのように考えるか
Q. お客様に対して、住宅の維持保全に関する認識を高めるための取組として必要と考えられるものは何か

訪問、電話、郵便等による
点検時期等のご案内

維持保全の必要性や重要性についてどのように考えているか 維持保全の認識を高めるためにどのような取組みが必要か

86.1%
(521)

12.2%
(74)

1.7%
(10)

問題が大きくなる前に行う点検・補修などの事前の維持保全は重要だと
考えている
構造躯体の劣化や漏水、設備配管の故障等が発生してから調査、修繕
又は改良を行えばよく、事前の維持保全はあまり重視していない
不明

n=605

必要と考えられる
支援方策はない
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長期優良住宅流通時の取引価格の検証

認定長期優良住宅の既存住宅の売買取引における成約価格は、一般住宅における成約価格に比べて優位で
あった住宅が多い。

調査対象 条件１～６をみたす11,537件
（うち長期優良住宅が48件）の成約価格データ

条件１（立地） ：東京圏（東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県、
茨城県、栃木県、群馬県、山梨県）

条件２（築年） ： 2009年６月から2018年７月２日までに
レインズに登録された物件

条件３（土地面積）：40㎡～500㎡
条件４（建物面積）：80 ㎡～300㎡
条件５（建物階数）：地階なし、２階建て
条件６（最寄駅からの徒歩時間）：30分以内

検証の考え方 最寄駅を同じにする物件群の中で、
長期優良住宅と一般住宅の成約価格を比較

①認定長期優良住宅が含まれる39の駅圏が対象
②最寄駅からの徒歩時間、物件の築年月について調整後、長期優良

住宅に価格優位性があるかを検証

長期優良住宅48件のうち、36件に価格優位性あり

■：優位性あり（「成約価格－理論値」が正）
■：優位性なし（「成約価格－理論値」が負）

※ 長期優良住宅の取引実績が少なく、長期優良住宅と一般住宅の成約価格差を統計的に推計できなかったため、駅圏ごとに長期優良住宅が
より高い価格で取引されているか否かに絞って検証を行った。 60



長期優良住宅とした理由

高宅 第庁こ明こ 税税動産ら 住きる 地受 行受 住の件待 そ

47.4 

22.9 

35.8 37.7 

12.9 
18.1 

3.9 
1.3 

31.3 

10.3 

19.4 
23.5 

4.8 
8.4 

1.0 1.3 

0%

20%

40%

60%

• 「売却時に有利」は、戸建住宅とくらべて共同住宅の割合が高いものの、住宅の性能や金銭的インセン
ティブに比べるとかなり低い。

Q. 実際に取得した住まいを長期優良住宅とした理由は何か？

戸建

共同
(高い性能) (第三者認定) （税の特例措置）（金利引下げ等） (地震保険割引) (行政の補助) (売却時に有利) (その他)

n=310
単位：％
ＭＡ（あてはまるもの２つまで）

n=310
単位：％
ＭＡ（あてはまるもの２つまで）

「共同」は
選択肢なし

(高い性能) (第三者認定) （税の特例措置）（金利引下げ等） (地震保険割引) (行政の補助) (売却時に有利) (その他)
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Ⅱ 長期優良住宅制度の現状に対する評価と課題

（２）課題
⑤インセンティブ
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長期優良住宅に係る支援制度

新築 増改築

補
助

地域型住宅グリーン化事業（長寿命型）
中小工務店等が整備する木造の長期優良住宅について支援
【補助限度額】110万円／戸 等

長期優良住宅化リフォーム推進事業
既存住宅の長寿命化に資するリフォーム等について支援
【補助率】補助対象経費の１／３
【補助限度額】200万円／戸 等

税

以下の税における特例措置
所得税

住宅ローン減税：一般住宅より控除対象限度額を1,000万円引き上げ
（控除期間は原則10年間）
投資型減税：標準的な性能強化標準費用相当額の10％を控除

登録免許税
一般住宅より税率を軽減（保存登記：1.5/1000→1.0/1000 等）

不動産取得税
一般住宅より課税標準からの控除額を100万円上乗せ

固定資産税
一般住宅より1/2減額する期間を2年延長（戸建て5年、マンション7年）

以下の税における特例措置
所得税

ローン型減税：ローン残高の一定割合を控除（控除期間は5年間）
投資型減税：標準的な性能強化標準費用相当額の10％を控除

固定資産税
2/3減額（減額期間は1年）

融
資

【フラット３５】Ｓ （金利Ａプラン）
フラット３５の借入金利を当初10年間、0.25%引き下げ

金利引継特約付き【フラット３５】
住宅売却の際に、購入者へ住宅ローンを引き継ぐことが可能

【フラット５０】
償還期間の上限が50年間。住宅売却の際に、購入者へ住宅ローン
を引き継ぐことが可能

【フラット３５】Ｓ （金利Ａプラン）
フラット３５の借入金利を当初10年間、0.25%引き下げ

金利引継特約付き【フラット３５】
住宅売却の際に、購入者へ住宅ローンを引き継ぐことが可能

【フラット３５】リノベ （金利Ａプラン）
フラット35の借入金利を当初10年間、0.5%引き下げ

【フラット５０】
償還期間の上限が50年間。住宅売却の際に、購入者へ住宅ローン
を引き継ぐことが可能

※いずれも認定を受けた住宅を取得する場合又は認定を受けていない住
宅を取得し、リフォームを実施して認定を受ける場合に利用可能
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Ⅲ 今後の取組の方向性
１．新築住宅について

（１）認定基準の見直し
①共同住宅の認定基準の合理化
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25%
(2)

88%
(7)

50%
(4)

88%
(7)

75%
(6)

88%
(7)

0% 50% 100%

認定基準の見直しに対する要望

• 劣化対策 ハウスメーカー、マンション供給者の半数以上が「緩和すべき」と回答。
• 耐震性 ハウスメーカー、工務店では「現状のままでよい」が最も多いが、マンション供給者では「緩和すべき」が最も多

い。
• 維持管理・更新の容易性 ハウスメーカー、マンション供給者では「緩和すべき」が最も多い。工務店では「現状のままで

よい」が最も多い。
• 省エネルギー性 いずれも「現状のままでよい」が最も多いが、約2割の工務店が「強化すべき」と回答。
• 住戸面積 ハウスメーカー、マンション供給者の8割以上、工務店の約3割が「緩和すべき」と回答

Q. 長期優良住宅の認定基準について、見直しの要望等はありますか
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工務店（N=605）ハウスメーカー（N=11) マンション供給者（N=8）
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(503)

73%
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(454)

65%
(392)

64%
(388)

18%
(111)

30%
(180)

17%
(100)

20%
(124)

0% 50% 100%

劣化対策

耐震性

維持管理・更新の容易性

省エネルギー性

住戸面積

現状のままでよい 緩和すべき 強化すべき
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共同住宅の認定基準に関するご意見

・劣化対策、耐震性、可変性、維持管理・更新容易性の基準に適合させるための
追加コスト等が大きい

⇒認定基準をさらに合理化できないか

性能項目等 基準の考え方 共同住宅等

劣化対策 数世代（≒100年超）にわたり住宅の構造躯体
が使用できること 劣化対策等級（構造躯体等）等級3＋α

耐震性
極めて稀に発生する地震に対し、継続利用のため
の改修の容易化をはかるため、損傷のレベルの低減
を図ること

耐震等級（倒壊等防止）等級2 等

可変性 居住者のライフスタイルの変化等に応じて間取りの
変更が可能な措置が講じられていること 躯体天井高さ2,650mm以上

維持管理・
更新の容易性

構造躯体に比べて耐用年数が短い内装・設備につ
いて、維持管理（清掃・点検・補修・更新）を容
易に行うために必要な措置が講じられていること

維持管理対策等級(専用配管）等級３ーα
維持管理対策等級（共用配管）等級３ーα
更新対策（共用排水管）等級３ーα

＜現行の認定基準（新築）概要（抄）＞
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建設住宅性能評価を受けた共同住宅の等級分布（H29年度）

(参考)長期使用構造等

等級3＋α

等級2 等

等級3ーα

等級3ーα

等級4

等級3ーα

出典：一般社団法人 住宅性能評価・表示協会調べ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

劣化対策

耐震性

維持管理対策（共用配管）

維持管理対策（専用配管）

更新対策（共用排水管）

断熱性

バリアフリー対策

等級１ 等級２ 等級３ 等級４ 等級５ その他

・建設住宅性能評価を取得した共同住宅の等級分布と長期使用構造等の基準を
比較すると、特に「耐震性」、「更新対策（共用排水管）」において乖離が大きい。

等級3ーα

約8割が等級1

約6割が等級4

9割以上が等級1

約7割が等級2

約6割が等級2

約9割が等級1

約7割が等級3
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劣化対策に関する基準

劣化対策等級（構造躯体等）等級3

（RC造の場合（屋内、耐力柱の例））

:かぶり厚さ１cm増加 or 水セメント比５％低減

かぶり厚さ３ｃｍ

水セメント比50％

＋

＜現行＞

＋１cm・・・①

－５％ ・・・②
or

＜検討会等におけるご意見＞
・実際のマンションでは中性化がそれほど進行しておらず、「＋α」の基準は不要なの
ではないか

・材の耐力の確保が目的であれば、他の評価方法（コンクリートの圧縮強度 等）
も考えられないか

■基準の考え方：数世代（≒100年超）にわたり住宅の構造躯体が使用できること

:水セメント比：50％ かつ 最小かぶり厚さ3cm

α

①かぶり厚増
→・総重量の増加

・コストの増加
②水セメント比低下
→・作業性の低下

※H29年度に建設性能評価を取得した共同住宅の約7割は等級3
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耐震性に関する基準

＜現行＞

＜検討会等におけるご意見＞

・制振構造を評価できないか
・限界耐力計算以外の計算方法で応答変形を評価できないか
（時刻歴応答解析 等）

■基準の考え方：極めて稀に発生する地震に対し、継続利用のための改修の容易化をはかるた
め、損傷のレベルの低減を図ること

耐震等級（倒壊等防止）等級２

耐震等級（倒壊等防止）等級１
＋α :安全限界時※の層間変形角 1/100 以下

※限界耐力計算より算出

or

or

免震建築物

・等級２だと柱・梁の断面が大きくなる
→コスト増､住戸形状（居住性）への悪影響

・層間変形角1/100以下を確認するためには「限
界耐力計算」が必要だが、現実に建てられる建
築のほとんどは「保有水平耐力計算」を活用

（例） 耐震等級１ 耐震等級２

柱 1200×1000 1350×1350

大梁 800×800 1100×850
第2回検討会 （一社）不動産協会資料より引用

※H29年度に建設性能評価を取得した共同住宅の約9割は等級1

69



耐震性に関する基準

耐震等級２の板状マンションの断面図耐震等級１の板状マンションの断面図

（耐震等級１と２の梁の寸法の違い）

第2回検討会 （一社）不動産協会資料より引用
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可変性に関する基準

＜現行＞

＜検討会等におけるご意見＞
・増改築基準と同様、居室天井高で評価できないか
・サイホン排水システム等の管が小さく勾配が不要なものを使う場合、設備を納めつ
つ床下の高さを小さくできるため、躯体天井高の基準を緩和できないか

■基準の考え方：居住者のライフスタイルの変化等に応じて間取りの変更が可能な措置が講じら
れていること（間取りを変更しても設備が収まり居室天井高が確保されること）

躯体天井高 2,650mm以上
・高さ制限や斜線制限との関係で、基準
を満たそうとすると1フロア減る場合あり
→事業性に悪影響

・鉄骨造では製造ユニットの関係で階高
を確保するのが困難

床スラブ

床スラブ

天井

２重床

居室天井高躯体天井高
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維持管理・更新の容易性に関する基準

＜現行＞

＜検討会等におけるご意見＞
・管の材料の高耐久化、ライニング技術の発展等から、基準を合理化できるのではないか
・ただし書きについてしっかりと周知徹底することが必要なのではないか

■基準の考え方：構造躯体に比べて耐用年数が短い内装・設備について、維持管理（清掃・
点検・補修・更新）を容易に行うために必要な措置が講じられていること

維持管理対策等級(専用・共用配管)等級３
かつ 更新対策(共用排水管) 等級３

・専用部に立ち入らずに点検ができるように
すると、プランが成り立たなくなる。上下のプ
ランが変わると対応が難しい

・長期の場合は点検口の数が多くなり、かつ、
点検口の位置が制限されるため、意匠上
問題となる場合がある。

・ただし書き※(－αができる)は技術者くらい
しか認知していない。

－α

＜専用・共用
配管共通＞

＜専用配管＞
＜共用配管＞

・コンクリート内に埋め込まれていない
・地中埋設管の上にコンクリー トが打設されていない
・排水管は内面が平滑であり、たわみ、抜け等が生じないよう設置
・排水管には掃除口等が設けられている
・主要接合部等を点検・掃除するために必要な開口が設けられている
・他住戸等の専用部分に設置されていない
・横主管が共用部分に設けられ、かつ、当該配管に専有部分に立ち
入らないで人が到達できる経路が設けられている

・専用部分に立ち入らないで補修できる位置に露出している 等
・排水管の接続替えを容易に行うための措置が講じられている
・排水管の更新のための空間が確保されている
・排水管の近傍等に新たな排水管を設置することができる空間等が設
けられているか、排水管更新時はつりの工事を軽減する措置が講じ
られている

α
※ただし書き：下記の条件を満たす場合「-α」してもよい
・管理者等の立ち入りを認める居住者の協力義務が管理規約

で定められていること
・PSが間仕切り等で独立した区画となっていること
・PSの少なくとも一つの面が維持管理・更新の作業が容易にでき

るスペースに面し、点検口が露出しており、躯体に影響を及ぼす
ことなく更新を行える開口があること 等

※H29年度に建設性能評価を取得した共同住宅の約6割は維持管理対策等級2、約9割が更新対策等級1
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維持管理・更新の容易性に関する基準（「ただし書き」に規定するPSと点検口の配置例）

＜認定基準＞
・共用配管が専用部分に立ち入らないで補修できる位置に露出
していること等

共用部分

「ただし書き」より次の条件を満たす場合、上記の基準を除外できる
(1)管理者等の立ち入りを認める居住者の協力義務が管理規約で

定められていること
(2)パイプスペースは、以下の要件を満たすこと。
・少なくとも一つの面が維持管理・更新の作業が容易にできるス
ペースに面すること。

・作業が容易にできるスペースに維持管理を行うための点検口が露
出していること。

・間仕切り等で独立した区画となっていること。
・維持管理等に際し、構造躯体に支障を及ぼさない場所に設置す
ること。

・配管のオフセットの原因となる横梁等をパイプスペース内に配置し
ない等、パイプスペースの形状に留意すること。

・躯体に影響を及ぼすことなく更新を行える開口が確保できる面を
有すること。

(3)パイプスペースを竪穴で区画せず、床面で防火区画を確保する
場合には、配管の区画貫通部または管の構造において、更新の
処理を軽減する措置をおこなうこと。

作業スペース
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共同住宅（鉄筋コンクリート造）の新築を中心とした長期優良住宅の技術的な基準等の合理化について検討するため、長期優
良住宅制度のあり方に関する検討会の下に長期優良住宅認定基準等に関する検討WGを設置する。
※第5回長期優良住宅制度のあり方検討会（H31.3.27開催）において、WGの設置を承認。

趣旨・目的

検討体制

WG会議

濱崎 仁 芝浦工業大学建築学部 教授（WG主査）

楠 浩一 東京大学地震研究所 教授

安孫子義彦 （株）ジエス 代表取締役

藤本秀一 国土技術政策総合研究所住宅研究部住宅計画研究室長

土屋直子 国土技術政策総合研究所建築研究部材料・部材基準研究室主任研究官

井上波彦 建築研究所構造研究グループ上席研究員

中村聡宏 建築研究所構造研究グループ主任研究員

高橋寛雄 横浜市建築局建築企画課担当課長（建築環境担当）

齋藤卓三 (一財)ベターリビング住宅・建築評価センター認定・評価部長

高須智宏 日本ERI株式会社住宅評価部主査

西澤哲郎 （一社）住宅生産団体連合会 住宅性能向上委員会SWG1リーダー

池田浩和 (一社)JBN・全国工務店協会理事

徳森岳男 全国建設労働組合総連合住宅対策部長

飛田茂実 (一社)不動産協会事務局長代理

山﨑雄介 (一社)新都市ハウジング協会長寿命建築システム普及推進委員会

長期優良住宅等検討部会長

劣化対策SWG

耐震性SWG

維持管理・更新の容易性SWG

濱崎 芝浦工業大学建築学部教授
鹿毛 建築研究所 材料研究G長
松沢 建築研究所 材料研究G主研
藤本 国土技術政策総合研究所住宅計画研究室長

土屋 国土技術政策総合研究所材料・部材基準研究室主研

越中谷 日本建築仕上材工業会事務局次長

田村 日本建築仕上材工業会技術委員会委員長

彦坂 建築研究振興協会調査診断部部長

楠 東京大学地震研究所 教授
井上 建築研究所構造研究G上席研究員

中村 建築研究所構造研究G主任研究員

冨岡 UR都市機構技術・コスト管理部担当課長（構造）

田沼 UR都市機構技術・コスト管理部設計課主幹

迫田 堀江建築工学研究所取締役企画開発部長

安孫子 ジエス代表取締役
山海 国土技術政策総合研究所住宅研究部長

藤本 国土技術政策総合研究所住宅計画研究室長

野崎 東京ガス暮らしサービスコミュニケーション部

本橋 健司
芝浦工業大学名誉教授

福山 洋
国土技術政策総合研究所
建築研究部長

大塚 雅之
関東学院大学建築環境学部
教授

報告

報告

報告

アドバイザー

長期優良住宅認定基準等に関する検討ＷＧについて
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長期優良住宅認定基準等に関する検討WG 報告書骨子

基本的スタンス

○共同住宅（RC造）の新築を中心とした長期優良住宅の技術的な基準等に関して検討

○基準は継続性も重要であるため、

①検討に当たっては、まずはクライテリアを下げない範囲での合理化の可能性を追求

②社会経済情勢の変化や技術革新、基準策定時の想定と現実の乖離があるかについて客観的な実験結果・データ等から検証する

現状 対応の方向性

耐
震
性

劣
化
対
策

維
持
管
理
・

更
新
の
容
易
性

・超高層建築物で必ず実施される時刻歴応答解析を用い
た場合の基準が明示されていない。

・設計において限界耐力計算が用いられることが少なく、
耐震等級２以上を取得するか、免震建築物とする必要が
あるが、ハードルが高く、長期優良住宅の認定が少ない。

・水セメント比が45～50%の場合、等級３に比べて認定基
準では最小かぶり厚さを1cm大きくする必要がある。

・外壁の屋外に面する部位に施すことで、屋外側の部分に
限り最小かぶり厚さを1cm減ずることができる処理につい
て、仕上塗材などを評価する方法が確立されていない

・中性化と水分の浸入が同時に発生しない場合、コンク
リートの耐久性に問題はないとの見解もある。

・JIS A 6909の改定に向けた動き（建築用仕上塗材仕上げ塗材自体の定量

的な中性化抵抗性の評価方法および評価基準の検討）をにらみつつ、定期
的に仕上塗材の状態が確認され必要に応じて補修されることを前提とした
建築用仕上塗材による中性化抑制効果の評価方法及び評価基準について
検討する。

・建築学会等の動向を踏まえ、基準の合理化について検討する。

・時刻歴応答解析により性能評価・大臣認定を受け、層間変形角１／１００
以内であり、脆性的な破壊が生じないことが確認された超高層建築物につ
いて認定基準を満たすものとして評価できることを明確化した。

・耐震等級１の基準に適合する建築物において、建物の応答が一定値以内
となることを検証する方法について検討する。

・過年度の検討の成果を活用し、壁式RC造に関する基準を位置づける。

・「共用配管が専用部分に立ち入らないで補修できる位置
に設けられていること」に関するただし書き規定が適用で
きる具体的条件が明示されていない。

・樹脂管の普及、ジャッキアップ抜管工法の登場など、技
術革新を踏まえた基準の合理化が必要との意見がある。

・配管の点検、補修のために必要なスペース等について、既認定物件の実
態の整理・類型化を踏まえ、ただし書き規定を適用できる条件を具体的に例
示する。

・更新対策について、樹脂管を用いている場合、ジャッキアップ抜管工法を
採用できる場合など、「排水管の撤去の際のはつり工事を軽減する措置」と
みなすことができる場合を提示する。

○住宅性能表示制度との一体的な運用の観点から、認定基準と住宅性能評価の基準を揃えることも合わせて検討。
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【令和２年１月28日発出】 『時刻歴応答解析による場合の認定基準を明確化』

長期使用構造等とするための措置及び維持保全の方法の基準代３の２.（２）に掲げる基準を満たすこととなる措置と
同等以上の措置について（技術的助言）

【令和２年３月27日発出】 『ただし書き規定の明確化』

長期使用構造等とするための措置及び維持保全の方法の基準第３の４.（２）及び（３）における維持管理の円滑な実施
のために必要な措置について（技術的助言）

技術的助言の発出
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耐震等級２以上、免震建築物、又は耐震等級１相当で限界耐力計算により算出される安全限界時の層間変形角１／１００以内
が求められている。

超高層建築物で必ず実施される時刻歴応答解析を用いた場合の基準が明示されていない。

時刻歴応答解析により性能評価・大臣認定を受け、脆性的な破壊が生じないことが確認された超高層建築物について認定基準
を満たすものとして評価できることを明確化した。

現行
基準

課題

技術的
助言等

原則として、維持管理対策等級（専用配管）（共用配管）、更新対策の等級３が求められる。

共用配管について、維持管理の円滑な実施のために必要な措置が講じられている場合にあっては、等級３の基準である「共用
配管が、専用部分に立ち入らないで補修・更新できる位置に露出しているか、又は専用部分に立ち入らないで補修・更新が行え
る開口を持つパイプスペース内に設けること」は除くことができる。（以下、「ただし書き規定」という。）

ただし書き規定が適用できる条件の記述が定性的であり、申請側、審査側の双方で判断が難しいとの意見がある。

配管の点検、補修のために必要なスペース等について、既認定物件の実態の整理・類型化を踏まえ、ただし書き規定を適用で
きる条件を明確化した。

現行
基準

課題

技術的
助言

（一社）住宅性能評価・表示協会が発行する「長期優良住宅に係る認定基準技術解説」、「長期優良住宅に係る
Ｑ＆Ａ」に技術的助言を踏まえた解説、Ｑ＆Ａを掲載



Ⅲ 今後の取組の方向性
１．新築住宅について

（２）制度の改善
①住宅性能表示制度との一体的運用
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他制度との一体的な運用に関するご意見
• 性能表示制度との一体的な運用は、事業者から要望の大きい申請から認定までの期

間短縮の観点からも重要。
• 技術的審査の審査主体（性能評価機関）と審査結果に対する責任主体（所管行

政庁）を同一にしてほしい。
住宅性能表示制度と長期優良住宅制度を一体的に運用（住宅性能表示制
度の中で「長期優良住宅相当」と評価できるようにすること）できないか。で

関連するご意見
• 長期優良住宅における現場検査をどのように位置づけ、どのように合理的に実施できる

かについて検討が必要。
• 住宅性能表示制度の紛争処理体制が長期優良住宅制度においても整備されること

が望ましい。
• 住宅を新築、増築又は改築するような建築行為が伴わない場合においても適切に管

理された既存住宅を差別化する枠組みが必要ではないか。
• 着工後においても申請可としてほしい。

一体的な運用により、一定程度解決できるのではないか。

検討会等でいただいたご意見
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住宅性能表示制度との一体化に係るご意見（１）

住宅性能評価書の中で「長期優良住宅基準に適合している」と表示できると良い。

＜イメージ＞
長期優良住宅の認定基準の全てを性能評価の枠組みのもとで評価。
（住宅性能評価書に「長期優良住宅相当」等と明記するイメージ）

【メリット】
• 審査主体と責任主体の同一化
• 審査手続きの合理化（２段階での審査手続

きの見直し）
→手続き開始から評価までにかかる時間の短縮※

※所管行政庁の認定手続きがなくなる。

<住宅性能表示との一体化により可能となること>
• 現場検査の実施（建設住宅性能評価）
• 指定住宅紛争処理機関の利用（建設住宅

性能評価）
• 建築行為を伴わない住宅の評価も可能
• 申請時期の柔軟化

評価項目 評価主体

長期使用構造等

所管行政庁
（全行政庁が登録
住宅性能評価機関
による技術的審査を

活用）

住宅規模
所管行政庁

（約7割が技術的
審査を活用）

居住環境の維持及び
向上への配慮

所管行政庁
（約２割が技術的

審査を活用）

建築後の住宅の維持
保全

所管行政庁
（約7割が技術的

審査を活用）

資金計画
所管行政庁

（約7割が技術的
審査を活用）

評価主体

登録住宅
性能評価機関

現行 イメージ
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住宅性能表示制度と一体的に運用する上での課題

評価基準・項目の相違にどのように対応するか。
課題Ⅰ

項 目
長期優良住宅の
認定基準
（新築）

住宅性能評価
の評価事項
※●必須項目
〇選択項目

長期優良住宅認定基準と
住宅性能評価の評価基準

の相違の有無
項 目 基 準

長
期
使
用
構
造
等

劣化対策 等級３＋α ● 相違なし 相違あり
耐震性 等級１＋α ● 相違なし 相違あり
維持管理・更新の容易性 等級３－α ● 相違なし 相違あり
高齢者等対策 等級３－α ○ 相違なし 相違あり

可変性 躯体天井高さ
2,650mm以上等 ○ 相違なし 相違あり

省エネルギー性 等級４ ● 相違なし 相違なし

住宅規模 床面積の合計が
75㎡以上等 × 相違あり

（性能評価に項目・基準なし）

居住環境の維持及び向上への配慮 所管行政庁判断 × 相違あり
（性能評価に項目・基準なし）

建築後の住宅の維持保全 所管行政庁判断 × 相違あり
（性能評価に項目・基準なし）

資金計画 所管行政庁判断 × 相違あり
（性能評価に項目・基準なし）

長
期
優
良
住
宅

独
自
の
評
価
基
準

長
期
優
良
住
宅

独
自
の
評
価
項
目
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住宅性能表示制度と一体的に運用する上での課題

住宅の品質確保の促進等に関する法律（法律第八十一号）（抄）
第一章 総則

（定義）

第二条 この法律において「住宅」とは、人の居住の用に供する家屋又は家屋の部分（人の居住の用以外の用に供
する家屋の部分との共用に供する部分を含む。）をいう。

（日本住宅性能表示基準）

第三条 国土交通大臣及び内閣総理大臣は、住宅の性能に関する表示の適正化を図るため、日本住宅性能表示基準
を定めなければならない。

日本住宅性能表示基準（国土交通省告示第千三百四十六号）（抄）
第1 趣旨

この基準は、住宅の品質確保の促進等に関する法律(平成11年法律第81号。以下「法」という。)第3条第1項の規
定に基づき、住宅の性能に関し表示すべき事項及びその表示の方法を定めるものとする。

評価項目 住宅性能表示制度に一体化する上での課題

住宅規模

居住環境の維持及び向上への配慮
（地区計画、景観計画、建築協定等との整合）

建築後の住宅の維持保全

資金計画

• 「住宅の性能」として住宅性能表示制度に位置づけら
れるか。

• 資金計画について、「適切なものであること」の基準が
明確ではない。

81



0% 20% 40% 60% 80% 100%

長期使用構造等

住宅規模

居住環境への配慮

維持保全

資金計画

登録住宅性能評価機関を活用する 登録住宅性能評価機関を活用しない

（参考）認定審査における登録住宅性能評価機関の活用状況

出典：一般社団法人 住宅性能評価・表示協会のホームページを基に国土交通省作成

・長期使用構造等については全ての所管行政庁で登録住宅性能評価機関を活用
・居住環境への配慮については登録住宅性能評価機関を活用していない割合が約８割

82



（参考） 長期優良住宅の適合証の交付実績

●戸建住宅での長期優良住宅の適合証交付戸数
における住宅性能評価書交付戸数の推移

●共同住宅での長期優良住宅の適合証交付戸数
における住宅性能評価書交付戸数の推移

※一般社団法人 住宅性能評価・表示協会調べ

戸建住宅 ： 長期優良住宅の適合証を取得しているうち、概ね７割程度が住宅性能評価書も取得

共同住宅 ： 長期優良住宅の適合証を取得しているうち、概ね８割程度が住宅性能評価書も取得
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・登録住宅性能評価機関による評価結果を、所管行政庁による長期優良住宅認定を前提
とした特例措置（税制措置、認定長期優良住宅性能評価書の契約みなし、地方住宅供給
公社の業務の特例）の対象とできるか、法改正を含め検討が必要。

住宅性能表示制度と一体的に運用するうえでの課題

・長期優良住宅制度では、認定計画実施者（所有者）に維持保全を行う責務があり、維持
保全計画の実施状況に関して、所管行政庁が指導・監督する権限を持っている。
・住宅性能評価に長期優良住宅制度を一体化した場合、登録住宅性能評価機関は指導・監
督権限をもつことができないため、維持保全計画の実施に関する指導・監督ができない。

維持保全計画実施をどのように担保するか
課題Ⅱ

計画変更手続きをどのように位置付けるか
課題Ⅲ

・長期優良住宅制度では、認定基準を満たさなくなったものについて認定取消を行うこ
ととなっており、認定を取得した住宅のリフォーム時等に、その後も認定基準を満たし
ているか確認する「計画変更」等の手続きを行っている。
・住宅性能評価では新築後の計画変更の手続きがないため、「計画変更」を行うことが
できない。

所管行政庁による認定を前提とした特例措置を適用できるか
課題Ⅳ
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住宅性能表示制度との一体化に係るご意見（２）

長期優良住宅制度の「長期使用構造等とするための措置」を住宅性能表示制度の
「住宅性能評価方法基準」で位置づけられないか。

＜イメージ＞
長期優良住宅の認定基準のうち、長期使用構造等に関する基準のみ性能評価の
枠組みのもとで評価。（住宅性能評価書に「長期使用構造等に適合」と明記す
るイメージ）長期使用構造等以外の項目については、所管行政庁が審査し認定。

【メリット】
• 審査主体と責任主体の同一化
• 審査手続きの合理化
→手続き開始から評価までにかかる時間の短縮※

<住宅性能表示との一体化により可能となること>
• 現場検査の実施※（建設住宅性能評価）

※長期使用構造等以外の項目については検査の対象外

• 指定住宅紛争処理機関の利用（建設住宅性
能評価）

評価項目 評価主体

長期使用構造等

所管行政庁
（全行政庁が登録
住宅性能評価機関
による技術的審査を

活用）

住宅規模
所管行政庁

（約7割が技術的
審査を活用）

居住環境の維持及び
向上への配慮

所管行政庁
（約２割が技術的

審査を活用）

建築後の住宅の維持
保全

所管行政庁
（約7割が技術的

審査を活用）

資金計画
所管行政庁

（約7割が技術的
審査を活用）

評価主体

登録住宅性能
評価機関

所管行政庁

現行 イメージ

※登録住宅性能評価機関、所管行政庁それぞれの手続きが必要
となるが、登録住宅性能評価機関が評価した部分の審査を所管
行政庁は行わない。
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住宅性能表示制度と一体的に運用するうえでの課題

維持保全計画実施をどのように担保するか
課題Ⅱ

計画変更手続きをどのように位置付けるか
課題Ⅲ

所管行政庁による認定を前提とした特例措置を適用できるか
課題Ⅳ

評価基準・項目の相違にどのように対応するか。
課題Ⅰ

所管行政庁による認定スキームが残ることで、課題Ⅰ～Ⅳに対応できる可能性があ
るが、課題Ⅰ～Ⅳとは別に以下の課題がある。
・２段階審査となるため手続き合理化メリットが薄れる
・現場検査の対象が長期使用構造等に限られる
・長期使用構造等以外の項目について行われている登録住宅性能評価機関の
技術的審査の取り扱いを整理する必要

ただし、課題Ⅲについては
登録住宅性能評価機関
による評価部分の情報を
所管行政庁が取得するこ
とが必要。

所管行政庁による
認定スキームが残る
ことで対応可

「住宅の性能」と言い難
い項目は取り込まないこ
と（長期使用構造等の
みが一体的運用の対
象）となるため対応可
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70.3%

17.2%

9.4%

3.1%

50.0%50.0%

25.0%

75.0%
87.5%

12.5%

住宅性能表示制度との一体的な運用について、ご意見①とご意見②のうちどちらが良いと考
えますか？

※ マンション供給者８社、性能評価機関12社、ハウスメーカー13社、65行政庁に対しアンケートを実施（無効回答は除いて集計）

提示したオプションに対する関係者の評価①

ご意見①：長期優良住宅認定基準の全てを性能表示制度（評価方法基準）に取り込む
ご意見②：長期優良住宅認定基準のうち長期使用構造等（劣化、耐震、維持管理・更新容易性、可

変性、バリアフリー性、省エネ性）のみを住宅性能表示制度（評価方法基準）に取り込む

マンション供給者 性能評価機関 ハウスメーカー 所管行政庁

■ ご意見①が良い ■ ご意見②が良い ■ どちらとも言えない ■ どちらでもいい
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提示したオプションに対する関係者の評価②

■マンション供給者

ご意見①とした理由：現在手続きが非常に多いと感じており、極力手続きを簡略化出来た方が良い。

どちらとも言えないとした理由：長期優良住宅を扱うことがなく判断ができない。

■性能評価機関
ご意見①とした理由：・部分的な取り込みは合理化にならず、かえって煩雑化する。

・評価機関で全て実施した方がスムーズに認定ができる。ただし、長期使用構造等

以外の基準を評価機関ごとブレが生じないように判断しやすいものにするべき。

ご意見②とした理由：環境や保全計画、資金計画は住宅性能評価の基準になじまない。

■ハウスメーカー
ご意見①とした理由：メリットを考えると効果的なため。

ご意見②とした理由：・住宅性能表示制度の評価事項が増えるのは適当ではない。

・長期優良住宅基準適合と所管行政庁による審査項目の役割分担はあってよい。重

複審査が不要であることの徹底があれば、効率化は可能。

■所管行政庁

ご意見①とした理由：責任主体と審査主体が一致し、審査手続きの合理化が図れるため。

ご意見②とした理由：居住環境への配慮、維持保全方法、資金計画、規模基準等が性能表示制度にふさわ

しくないため。
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Ⅲ 今後の取組の方向性
１．新築住宅について

（２）制度の改善
②住棟単位での認定
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認定（新築時）の枠組みに関連するご意見

①棟単位での認定に関するご意見
・認定取得には各戸単位での申請が必要である一方、認定基準には棟全体での
評価を必要とするもの（劣化対策、耐震性 等）があり合理的ではない。

・「長期優良マンション」ということが第三者からわかりにくい、という点で戸単位は課題。
・共同住宅は棟単位で考えるべきではないか。
・スケルトンは棟単位で、インフィルは住戸単位で、と２段階で認定することも
考えられるのではないか。

②棟単位認定を前提とした、維持保全に関するソフト面の取組に関するご意見
・RC造マンションを長持ちさせる上では、かぶり厚を増すことより、発生したクラックの補
修をこまめに行う方が大切ではないか。

・マンションを長寿命化する上で、共用部分（躯体）の維持保全の重要性が高い
ことを考えれば、維持保全に係るソフト対策をもっと評価して良いのではないか。

・維持保全に係るソフト面の取組を評価することで、劣化対策等のハード基準
とのバランスを見直すことができないか。
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共同住宅における認定の運用

認定基準項目
対象

住棟 住戸

長
期
使
用
構
造
等

劣化対策 ○
耐震性 ○
可変性 ○

維持管
理・更新
の容易性

専用配管 ○
共用配管 ○
更新対策
（共用配管） ○

高齢者対策 ○
省エネルギー性 ○

住宅規模 ○
居住環境の維持及び向上への配慮 ○
建築後の住宅の維持保全 ○ ○
資金計画 ○ ○

長期優良住宅の認定基準は、住棟単位の
項目と住戸単位の項目が混在。

住戸単位で認定し、認定メリットも
住戸単位（区分所有者単位）。

長期優良住宅

※新築時は、全住戸を
まとめて認定を取得する
のが一般的。
認定基準（住宅規模を
除く）を満たさない住戸が
ある場合は基準を満たす
住戸があっても認定申請
せず。

【認定メリット】
・認定中古住宅売買時の契約みなし特例※

※中古の認定長期優良住宅の売買契約書に住宅性
能評価書（の写し）を添付した場合、当該評価書に
表示された性能を有する認定長期優良住宅を引き渡
すことを契約したものと見なす措置

・住宅ローン減税等の優遇措置
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①棟単位での認定に係るご意見（１）

＜イメージ＞

・共同住宅は棟単位で考えるべきではないか。

長期優良住宅

住棟基準に加えて、住戸基準を全住戸が満たす場合に、棟として認定。

【メリット】
・認定申請等の手続きを合理化できる。

※100戸のマンションの場合、認定申請書が100枚から1枚に。
分譲事業者が認定を取得した後、譲受人決定時の認定計画変更も100件から１件に。

・マンションとして躯体の性能をアピールしやすくなる。

・全住戸が住戸基準を満たすことを要件とすると、基準を満たさない住戸が一戸でもあると棟としても認
定できないこととなる。

現行認定基準のうち住戸基準への適合をどのように判断すべきか
課題Ⅰ

・住戸内をリフォームする際、都度棟単位の計画変更手続きを要する。
計画変更手続きをいかに簡素化すべきか

課題Ⅱ

課題Ⅰ、Ⅱのほか、現状と大きく変わらないが（上記以外に）メリットがあるか
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（参考）低炭素建築物の認定（都市の低炭素化の促進に関する法律）

・市街化区域等内において、低炭素化に関する先導的な基準に適合する建築物を
認定。
■認定基準（概要）

・外皮の熱性能
・一次エネルギー消費量

＋

・低炭素化に資する措置を２項目以上
講じること 等

- 節水対策
- エネルギーマネジメント
- ヒートアイランド対策
- 建築物（躯体）の低炭素化

定量的評価項目（必須）

省エネ法で定める省エネルギー基準の一次
エネルギー消費量△10％を超える省エネ性能

選択的項目

■インセンティブ
戸単位認定 ・所得税、登録免許税の軽減

・借入金利の引下げ（フラット35S）
棟単位認定 ・確認みなし

・低炭素化に資する設備に係る
容積率の不算入

※戸単位認定、棟単位認定が併存
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①棟単位での認定に係るご意見（２）

・スケルトンは棟単位で、インフィルは住戸単位で、と２段階で認定することも考えら
れるのではないか。
＜イメージ＞
住棟基準を満たす場合に棟として認定するとともに、住戸
基準を満たす住戸について住戸ごとに認定。

【メリット】
・認定申請等の手続きを合理化できる。

※長期優良マンション内の住戸を認定する際、住棟基準の審査不要。

・棟として躯体の性能をアピールしやすくなる。
・住戸基準を満たさない住戸があっても棟として認定可能。

＋

長期優良マンション

長期優良住宅

現行認定基準のうち住戸基準への適合をどのように判断すべきか
課題Ⅰ

計画変更手続きをいかに簡素化すべきか
課題Ⅱ

住戸ごとに現行住戸
基準の適合を確認

住戸単位の計画変更
手続きが可能
棟単位の計画変更
手続き不要

棟単位、戸単位の2段階で認定することで、課題Ⅰ、Ⅱに対応できる可能性があるが、
認定長期優良住宅となるまでに２回の認定を要することとなる。
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ハード基準の例 ハード基準を補完する維持保全
に関するソフト面での取組の例

・共用配管が専有部分に立
ち入らないで補修ができる
位置にあること

・管理者等の立ち入りを認める居
住者の協力義務を管理規約に
規定（実施済）

・かぶり厚さを一定以上とす
ること

・地震時の応答変形を一定
以内に抑えること

・共用排水管を切断しなくて
も更新できること

・クラックを早期に発見するための
点検・補修の内容が織り込まれ
た長期修繕計画

・復旧・更新工事が大規模なも
のとなることを見込んだ修繕積
立金額の設定

②ハード基準を補完するソフト面の取組に係るご意見

・維持保全に係るソフト面の取組を評価することで、劣化対策等のハード基準とのバラ
ンスを見直すことができないか。

＜維持保全に関するソフト面の取組で補完されるハード基準のイメージ＞

長期

優良

劣化対策

耐震性

維持管理・更新容易性

可変性

省エネルギー性

バリアフリー性

居住環境への配慮
住戸面積

ソフト面での取組をどのように評価するか。
ソフト面の取組の強化部分とハード基準の緩和部分の同等性を説明できるか。

課題Ⅲ
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維持保全に係る現行の認定基準等

住宅の構造耐力上主要な部分（基礎、柱、梁等）、雨水の浸入を防止する部分（屋根、外壁等）及び給排水管につ
いて、以下により、点検の時期及び内容が定められていること

・点検の対象となる部分の仕様に応じた点検の項目及び時期が定められたものであること
・点検の時期が直近の点検等から10年を超えないものであること
・点検の結果を踏まえ、必要に応じて修繕等を行うこととされていること
・地震時及び台風時に臨時点検を実施することとされていること
・住宅の劣化状況に応じて、維持保全の方法の見直しを行うこととされていること
・計画の変更があった場合に、必要に応じて維持保全の方法を変更することとされていること

（国土交通省令・基準告示）

・維持保全の実施に当たっては、建築士や維持保全に係る専門的な知識及び経験を有する者を活用することが望ましい
・マンションの場合、認定計画実施者は、計画に記載された維持保全の方法が管理規約及び長期修繕計画に反映される
よう努めるべきである

（基本方針）

計画に記載すべき内容 認定基準
(1)注文住宅、

売 建 住 宅
の場合

①維持保全の方法及び期間
②維持保全に係る資金計画
③(売建住宅の場合)維持保全

を行うこととなる管理組合等の
名称

・維持保全の方法が国土交通省令で定める基準に適合すること
・維持保全の期間が30年以上であること
・資金計画が維持保全を確実に遂行するため適切なものであること
・その他国の基本方針に照らして適切なものであること

(2)建売住宅
の場合※

①維持保全の方法の概要 ・維持保全の方法の概要が当該住宅を30年以上にわたり良好な状
態で使用するため適切なものであること

・その他国の基本方針に照らして適切なものであること
※譲受人を決定したときには、(1)①～③及び譲受人の氏名を記載した計画をもって速やかに計画変更を申請する必要。
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認定の枠組みに関して検討すべき課題

棟単位の認定等によって、共同住宅の認定促進につながるか。
認定マンションの躯体性能をアピールしやすくするために棟単位認定とあわせて何ができるか。

課題Ⅳ

ソフト面での取組をどのように評価するか。
ソフト面の取組の強化部分とハード基準の緩和部分の同等性を説明できるか。

課題Ⅲ

現行認定基準のうち住戸基準への適合をどのように判断すべきか
課題Ⅰ

計画変更手続きをいかに簡素化すべきか
課題Ⅱ

棟単位、住戸単位の
２段階認定とすれば
対応可

＜棟単位の認定関係＞

＜ハード基準を補完するソフト面の取組関係＞

＜共通＞
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■ ご意見①が良い ■ ご意見②が良い ■ どちらとも言えない ■ どちらでもいい

33.3%

41.7%

25.0%

提示したオプションに対する関係者の評価①

ご意見①：これまでと同様に戸ごとに評価を行い、全住戸が基準を満たす場合に棟として認定
ご意見②：住棟基準（共有部分の性能のみ）を満たす場合に棟として認定するとともに、住戸基準（専

有部分の性能のみ）満たす住戸について住戸ごとに認定

28.6%

28.6%

42.9%

22.2%

30.2%

46.0%

1.6%

共同住宅の認定の枠組みについて、ご意見①とご意見②のうちどちらが良いと考えますか？

※ マンション供給者８社、性能評価機関12社、ハウスメーカー13社、65行政庁に対しアンケートを実施（無効回答は除いて集計）

マンション供給者 性能評価機関 ハウスメーカー 所管行政庁

30.0%

40.0%

30.0%
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■マンション供給者

ご意見①とした理由：一部だけ認定が取れない住戸が発生するため。お客様は、購入希望住戸が他の住戸

より評価が劣っている場合は、その住戸をネガティブにとらえる可能性がある。

ご意見②とした理由：住戸で基準を満たしていなくても、棟として認定が取れ訴求ができる。

どちらとも言えないとした理由：長期優良住宅にあまり販促効果はなく判断ができない。

ご意見①、②以外に、住棟基準を満たす棟を認定する方法でいいのではな

いか。
■性能評価機関

ご意見①とした理由：②の場合、住戸単位の適合証（評価書）と別に、棟単位の適合証（評価書）を交付

せねばならない。

ご意見②とした理由：ストックの時代を考えた場合、住棟だけでもしっかりと評価を受けているというこ

とが必要かつ重要。

■ハウスメーカー

ご意見①とした理由：現在の申請内容の延長で申請が可能。

ご意見②とした理由：スケルトンとインフィルをわける考え方は、作る側と住む側に受け入れられる。

■所管行政庁

ご意見①とした理由：市民にとって使いやすい制度とするため、部分的でない一体的な運用が望ましい。

ご意見②とした理由：①よりも手続き上、柔軟な対応が可能と思われるため。

どちらとも言えないとした理由：認定を促進するには②の方がよいと考えるが、消費者にとって分かりにく

い制度となる。

提示したオプションに対する関係者の評価②
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・区分所有者全員で「管理組合」を構成
・マンション管理の基本ルールとして「管理
規約」を制定（総会の特別決議）

・執行機関として、「理事」を選出・「理事
長」 を選任

→理事長は、区分所有法上の「管理者」
・共用部分の管理に関することは、管理組
合「総会」での決議を要する
（形状や効用の著しい変更の場合は３/４、
それ以外は過半数）

・理事長は、管理規約・総会決議に基づき
管理事務を執行

・理事長は、その職務に関し、区分所有者
を代理

管理組合＝区分所有者の団体

総会＝意思決定機関
組合員＝区分所有者

理事会
＝執行機関

理事 理事 理事

理事長

互選

選
任

監事
＝監査
機関

監事

監査

管理規約＝マンション管理の基本ルール

総
会
の
特
別
決
議

で
設
定
・
改
正

管
理
規
約
・
総
会
決
議
に
基
づ
き
管
理
事
務
を
執
行

選
任

「理事長」＝
区分所有法上の
「管理者」
↓
「その職務に関し、
区分所有者を代理」

【区分所有法26条２項】

（参考）「マンション」の管理の一般的な組織・運営
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「管理規約」とは、 「マンション管理の最高自治規範」
○マンションの住まい方や区分所有者間の費用負担、管理組合の運営方法等に関する「基本的なルール」
○区分所有者の集会（管理組合総会）で定め（特別決議）、区分所有者全員が遵守

第１章 総則

第３章 敷地及び共用部分等の共有
・ 敷地や共用部分等が区分所有者の共有であること、各区分所有
者の共有持分割合、分割請求や単独処分ができないこと

第２章 専有部分等の範囲
・ 専有部分、共用部分の範囲

第４章 用法
・ 専有部分の用途、敷地及び共用部分等の用法、専用使用権、

駐車場の使用等

第５章 管理
・ 管理費、修繕積立金、使用料の規定と納入義務、用途等

第６章 管理組合
・ 管理組合の業務、業務委託等、専門的知識を有する者の活用等
・ 総会の定議、招集手続き、出席資格、議決権割合、成立要件、
議決権行使方法、決議要件、決議事項、議事録の作成・保管等

・ 理事会の職務、招集、成立要件・決議要件、決議事項等と
専門委員会の設置

第７章 会計
・ 会計年度、管理組合の収入及び支出、収入予算の作成及び変更、
会計報告、管理費等の徴収、帳簿類等の作成・保管等

第８章 雑則
・ 義務違反者に対する措置、理事長の勧告及び指示等、
市や近隣との協定の遵守、細則、規約外事項、規約原本

マンション標準管理規約改正（H２８）の主要項目
○外部の専門家の活用
理事長を含む理事及び監事について、これまで区分所有

者に限定していたものを、選択肢として外部の専門家も就任
可とし、利益相反取引の防止、監事の権限の明確化等の
所要の規定を措置。（第35条）

○管理費等の滞納に対する措置
管理組合が滞納者に対してとり得る各種の

措置について段階的にまとめたフローチャート等
を提示。（第60条）

○災害時の管理組合の意思決定
災害時における理事長等による応急的な補修

や、緊急避難措置としての専有部分への立入り
等に関する規定を整備。（第54条）

マンション標準管理規約の構成マンション標準管理規約の構成

（参考）マンション標準管理規約
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Ｙ＝ＡＸ＋（Ｂ）

Ｙ：購入予定のマンションの修繕積立金の額の目安
Ａ：専有床面積当たりの修繕積立金の額（下表）
Ｘ：購入予定のマンションの専有床面積（㎡）
（Ｂ：機械式駐車場がある場合の加算額）

建物の階数
／建築延床面積 平均値 事例の3分の2が包含さ

れる幅

【15階
未満】

5,000㎡未
満

218円／
㎡・月

165円～250円／
㎡・月

5,000～
10,000㎡

202円／
㎡・月

140円～265円／
㎡・月

10,000㎡以
上

178円／
㎡・月

135円～220円／
㎡・月

【20階以上】 206円／
㎡・月

170円～245円／
㎡・月

２ 修繕積立金の積立方法
○修繕積立金の積立方法には、「均等積立方式」と段階増額

積立方式」がある。
○「段階増額積立方式」は、計画どおりに増額しようとしても合意

形成ができない事例もあり、将来にわたり安定的な修繕積立金
の積立てを確保する観点からは、「均等積立方式」が望ましい。

○ 新築マンションの場合、「段階増額積立方式」を採用している場
合がほとんどであり、分譲事業者は、将来の増額計画も含め、
積立方法の内容について購入予定者に説明することが重要。

○専有床面積当たりの修繕積立金の額（Ａ）

主として新築マンションの購入予定者向けに、修繕積立金に関する基本的な知識や、修繕
積立金の額の目安を示すもの。

１ 修繕積立金の額の目安

【均等積立方式】 【段階増額積立方式】
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修繕積立金の累計額

修繕工事費の累計額

修繕積立金（年額）

修繕積立金の累計額

修繕工事費の累計額

修繕積立金（年額）

修繕積立基
金

修
繕
積
立
金
（
年
額
）
（
万
円
／
戸
）

修
繕
積
立
金
（
年
額
）
（
万
円
／
戸
）

修
繕
積
立
金
累
計
・
修
繕
工
事
費
累
計
（
万
円
／
戸
）

※修繕積立基金を併用した場合

修
繕
積
立
金
累
計
・
修
繕
工
事
費
累
計
（
万
円
／
戸
）

（参考）マンションの修繕積立金に関するガイドライン

102



Ⅲ 今後の取組の方向性
１．新築住宅について

（３）制度の普及に向けた取組
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検討会等でいただいたご意見

• できない事業者、できているが制度を活用しない事業者、それぞれに対応が必要
• 具体的な要望を書いているのは制度を使っている人。今まで制度を使っていなかった人が

使うようになるということが重要
• すべての事業者が長期優良住宅をつくる必要があるだろうか。中小工務店ができていな

い理由について分析が必要

中小工務店の認定取得状況等に関するヒアリング調査を実施

ヒアリング対象
中小工務店 ：JBN会員（2社）、全国住宅産業地域活性化協議会会員企業（5社）
申請代行業者 ：個社（1社）
維持管理事業者：個社（1社）

ヒアリング期間
2019年3月19日～4月26日

中小工務店の認定取得状況等に関する追加ヒアリング調査概要
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中小工務店に対する追加ヒアリング調査結果①

• 認定取得状況（ JBN会員について、JBN事務局の感触）
• 認定を取得している事業者 ：7割
• 長期優良住宅相当の性能を持つ住宅を建てるが、認定を取得していない事業者：１割
• 長期優良相当の性能を持たない住宅を建てる事業者 ：2割

※戸建て住宅における長期優良住宅の認定取得率は24.6%（平成29年度）

• 住宅の性能と手続（申請代行事業者）
• 市場に出回っている戸建住宅の8割が、省エネ性、耐震性ともに長期優良住宅仕様となってい

ると思われる。しかし、計算を行い性能の証明までできているものが、省エネ性で5割、耐震性で
3割程度と思われる。

住宅の性能、認定取得状況

＜行政庁のお墨付き＞
• 行政から認定を取得することで、長期優良住宅認定を取得できる住宅を建築できる能力を示せる。

＜査定価格＞
• 価格査定マニュアルを利用した場合、認定長期優良住宅は高く評価されるが、それを根拠に

長期優良住宅の認定を取得すること、維持保全を行うことを消費者に説得できる。

＜補助金＞
• 戸当たり最大１１０万円の補助金があることが大きなインセンティブとなっている。

認定を取得する理由
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中小工務店に対する追加ヒアリング調査結果②

＜手続き＞
• 住宅の性能面はハードルとは思わないが、認定申請のための資料作成に戸惑っている。

＜認定基準＞
• 認定基準は、規模の基準以外ハードルではない。
• 建てている住宅がすでに長期優良住宅の性能を満たしている、あるいはその性能に近いこ

とを、建てている工務店自身が分かっていない場合が多い。
＜維持管理＞
• 廃業の可能性もあって20・30年後の維持管理に対応できるか不安であるために、長期優

良住宅に取組めないでいる個人事業者が多数いる。

認定を取得しない理由

認定を取得しない理由（手続き、認定基準、維持管理）について、
検討事項を整理
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7.7%(38)

24.2%(119)

31.7%(156)

6.1%(30)

9.6%(47)

16.7%(82)

4.1%(20)

0% 10% 20% 30% 40%

認定の要件となる性能基準

手続き・申請の方法

認定基準を満たすための設計図書の作成方法

認定基準を満たすための各部位の納まり・施工方法

その他

特になし

不明

n=492

長期優良住宅に取り組む際の障壁

• 認定取得に今後取り組む／取り組みたいとした事業者について、認定取得の取組を始める際に障壁となったもの／なっ
ているものとして、「認定基準を満たすための設計図書の作成方法」「手続き・申請の方法」を挙げる事業者数が25%
以上であるなど、手続きに関する要望が多い。

Q.（長期優良住宅の認定取得に「今後も取り組む／取り組みたい」と回答した工務店のみ回答）
取組みを始めた時、障壁となったことはなにか。

107



11.6%(70)

25.0%(151)

7.4%(45)

24.6%(149)

6.0%(36)

1.3%(8)

2.3%(14)

38.6%(173)

59.3%(359)

38.3%(232)

60.3%(365)

48.4%(293)

16.0%(97)

4.5%(27)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

認定基準

申請から認定交付までの期間の短縮

所管行政庁間の対応の違いをなくす等申請書類の書式等
の統一化

工事着工後の申請を可とする等申請時期の柔軟化

工事現場での変更に伴なう認定変更申請手続きの簡素化

郵送による申請

その他

n=605

：※未回答等があるため、総数473件

• 改善を要望する認定手続き等について、「申請時期の柔軟化」、「申請から認定交付までの期間の短縮」を挙げた工
務店がいずれも約６割を占める。次いで、「認定変更申請手続きの簡素化」、「申請書類の書式等の統一化」の割合
が高い傾向にある。

• 最も改善を要望する認定手続き等として、 「申請から認定交付までの期間の短縮」（25.0％）、「申請時期の柔軟
化」 （24.6％）といった、スケジュールに関する改善要望が強い。

Q. 認定基準や認定手続き、申請方法等について、改善の要望等はあるか
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認定を取得しない理由（１） 手続き①

• 性能的な問題はないと思うが、資料作成に戸惑っている。

「自社ですべての書類を作成」
は約３割であり、７割の事業者
は少なくとも書類作成の一部を
外注している。

住宅性能表示制度の利用状況に関する（一社）ＪＢＮへのアンケート調査
調査対象 （一社）ＪＢＮ会員事業者約2700社（回答は306社（回答率11.3%））
調査期間 平成30年12月～平成31年1月

申請代行の利用状況
申請手続きを何らかの部分で外部委託している工務店は8割程度と思われ、
自社で手続きを完結できるのは、手続きに慣れている一部の工務店のみ。

申請代行事業者へのヒアリング

22 28 42 40

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全てを外注

大半を外注

一部外注

自社ですべての書類を作成

住宅性能表示制度の申請書類の作成方法別事業者数
単位は(社)

7割の事業者は少なくとも書類作成の一部を外注
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認定を取得しない理由（１） 手続き②

平均申請サポート費用は
20万円未満

申請サポート業務に「一次エネルギー消
費量計算」や「構造図・構造計算書の作
成」などが含まれているかどうかで差が
出ているが、平均申請サポート費用は調
査対象の全事業者で20万円以内となって
いる。

2 6 9 7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5万円未満
5万円～10万円未満
10万円～15万円未満
15万円～20万円未満
20万円以上

設計住宅性能評価（戸建）申請に係る平均申請サポート費用別事業者数
単位は(社)
※2社は回答せず

申請サポート依頼から終了まで
の平均日数は4週間以内が約8割

申請サポート依頼から終了までの平均日
数については、「４週間以内」が35%と
最も多く、次いで「2週間以内」が31%
だった。

住宅性能表示制度の利用状況に関する申請サポート事業者へのアンケート調査
調査対象 住宅性能評価等の申請サポートを実施している72社（回答は26社（回答率36.1%））
調査期間 平成30年12月～平成31年1月

長期優良住宅制度を利用していない中小工務店に対して、申請代行事業者の
利用を促すことを検討してはどうか。
（参考）今年度からの取組
経験の乏しい工務店による活用に向けた個別サポートの徹底（認定申請書類の作成支援等）を求め、経験の乏しい
工務店の活用実績に応じて経験工務店の活用上限を緩和（既存補助事業の運用改善）

8 5 9 4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～1週間
1週間～2週間
2週間～3週間
3週間～4週間
4週間～5週間
5週間～

申請サポート依頼から終了までの平均日数別事業者数
単位は(社)

1週間~2週間 ~3週間 ~4週間 ~5週間

8割の事業者はで終了までの平均日数が4週間以内
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認定を取得しない理由（２） 認定基準

• 認定基準は、規模の基準以外ハードルではない。
• 建てている住宅がすでに長期優良住宅の性能を満たしている、あるいは

その性能に近いことが分かっていない場合が多い。

認定基準について、事例等で分かりやすく説明できないか。

（参考）今年度からの取組

・既存補助事業の運用改善

経験の乏しい工務店による活用に向けた個別サポートの徹底（説明会・講習会

の実施等）を求め、経験の乏しい工務店の活用実績に応じて経験工務店の活用

上限を緩和

・普及啓発のツールへの作成支援

長期優良住宅認定基準を満たす具体の使用例の分かりやすい解説を行う取組を

支援。また、工務店ごとに当該工務店の標準仕様のどこをどのようにすれば認

定基準をクリアするのかを説明する取組を支援
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技術基準の概要パンフレットの作成

• 中小事業者の認定促進を目的としたパ
ンフレットを作成

• 技術基準の概要を具体的な事例、チェッ
クポイント、参考ワンポイント等を用いて
分かりやすく説明

• 所管行政庁、住宅関連団体等に配布
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認定を取得しない理由（３） 維持管理

中小事業者が維持管理事業者等を活用できる環境整備を検討してはどうか。

（参考）今年度からの取組
地域における木造住宅生産体制の強化に資する取組（廃業工務店分のメンテナンスを穴埋めする
バックアップ体制の構築等）を積極評価、ＨＰ公表（既存補助事業の運用改善）

• 廃業の可能性もあって20・30年後の維持管理に対応できるか不安であるために、
長期優良住宅に取組めないでいる個人事業者が多数いる。

主な顧客 中小事業者（年間100棟から200棟）

維持保全内容 標準的なコースで1回30分～1時間程度の点検を実施。

価格
1件の点検で1000円程度。自社で点検を行う人員を抱えている場合は「高い」という印象がある
ようだが、それ以外のところでは価格で何かいわれることはなく、お金を払えば後は全て任せられる、
ということがよいのではないか。

主な依頼理由
「維持保全をしたくても手が回らないが、施主との関係は維持したい」と考えて依頼する場合が多い。
また、新築時に維持保全とセットで提案した方が受注につながりやすいという点を意識している工務
店は多い。

維持管理事業者へのヒアリング
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長期優良住宅のＰＲ動画（消費者向け）

• 消費者への説明資料としてご活用いただ
くことを目的にPR動画を作成

• 長期優良住宅の制度概要、メリットを分
かりやすく説明

• YouTubeに公開
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Ⅲ 今後の取組の方向性
２．既存住宅について

（１）制度の改善
①認定長期優良住宅の流通量の増加
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①認定長期優良住宅の認知度・流通量に関するご意見
・施主から、長期にして欲しいという要望がない。あったとしても、長期優良の良さを自分で
説明できない事業者が多く、建設につながっていない。

・そもそも、中古市場で認定長期優良住宅が数として出てきていないこともあり、あまり宅建
業者等においては認知がされていないのではないか。

認定長期優良住宅の認知度を向上させるとともに、流通量を増やすことができないか

検討会等でいただいたご意見
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認定長期優良住宅の流通量の増加について①

＜現状＞
・流通市場において、そもそも認定長期優良住宅の数が少ない。
・住宅購入者の認知度が低く、住宅購入の際の判断要因として優先順位が低い。
・長期優良住宅のメリットや、維持保全が必要となることについて、事業者が消費者にかみ砕い
て説明ができていない。

●流通量を増やす必要があるのではないか

＜対応の方向性＞
●認知度を向上させる必要があるのではないか

【戸建住宅所有者】 住宅取得時にどのような点を重視したか

住宅の立地が希望にあうこと

広さ（面積）、間取りが希望にあうこと

住宅のデザインが好みに合うこと

長期優良住宅の認定を受けていること（受ける予定）

維持保全計画が作られていること

アフターサポートが充実していること

価格が妥当であること

その他

0% 20% 40% 60% 80%

長期優良住宅の認定を
取得していない消費者

■ （あてはまるもの４つまで）

（最もあてはまるもの）

長期優良住宅の認定を
取得している消費者

■ （あてはまるもの４つまで）

（最もあてはまるもの）

※H30年 国交省実施
消費者へのWEBアンケート
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認定長期優良住宅の流通量の増加について②

＜対応イメージ＞ 既存住宅について、増改築行為がない場合でも性能を評価し、
認定してはどうか

・認定基準を設定する必要（増改築基準と同一で問題ないか）
・現況検査によって点検することが出来ない箇所における見えない瑕疵についての扱いの整理・
明確化が必要
・建築行為を伴わないため、掛かり増し費用に着目した支援等が困難
・現状の制度では建築行為が必要とされているため、法改正が必要

課題

・一定の性能を有し、現に適切な維持保全がなされている既存住宅について、長期優
良住宅として認定を行う。
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Ⅲ 今後の取組の方向性
２．既存住宅について

（１）制度の改善
②認定長期優良住宅とそうでない住宅の区別
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②認定長期優良住宅の識別に関するご意見
・長期優良住宅であることをアピールするためにも、わかりやすいマークのようなものが欲しい。
・適切に維持保全されている（長期優良認定を取得している）住宅であるという情報を取
りやすくすることが必要では。

認定長期優良住宅とそうでない住宅を容易に区別できるようにならないか

検討会等でいただいたご意見①
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認定長期優良住宅とそうでない住宅の区別

＜対応イメージ＞ 所管行政庁等における情報開示ルールの確立が必要ではないか

・個人情報の扱いについて、整理が必要
・認定台帳やリストの定期的な管理が必要（所管行政庁等の事務負担が大きい）

課題

＜現状＞ 特定の物件が認定長期優良住宅であることについて、確認することが困難

＜例＞・認定長期優良住宅の台帳を整備し、閲覧に供する
・ウェブ上で認定長期優良住宅のリストを公開する
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Ⅲ 今後の取組の方向性
２．既存住宅について

（１）制度の改善
③認定長期優良住宅が認定計画通りに
維持保全されることの制度的担保
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③認定長期優良住宅の流通時の評価等に関するご意見
・中古住宅流通市場において、長期優良住宅が必ずしも評価されていない。
・制度施行10年を機に再び国による制度の趣旨、重要性などの周知を推進してほしい。
・維持保全状況は行政が逐一チェックするのではなく、市場で評価される仕組みを作っていくのがポイント。
・流通時に評価されるために、履歴情報をうまく活用できないか。
・長期優良住宅の利点は、性能が良いことと、維持保全がなされていることの両方があるということ。
・流通時に維持保全状況を明示できるとよい。

④認定長期優良住宅の維持保全に関するご意見
・認定住宅が計画通りに維持保全されることについて制度上の担保が弱い。
・維持保全の基準が曖昧で、実際のところ、維持保全の実施内容の程度は担保できていないのではないか。
・劣化事象への対処が遅れ構造躯体に影響を与えるまでになると、修理に大きな費用がかかる。
・建築から10年程度では、維持保全の有無が構造躯体への影響を左右することはほとんどない。
・素人に委ねるのは良くない。専門家による定期点検を義務付けるべきである。
・車でいう車検のように、工務店が顧客に代わり維持保全を進めることも重要。
・住宅維持管理業者の登録制度を制定して、建物品質と情報の正確性を高めることが必須。

検討会等でいただいたご意見

認定長期優良住宅のハードの性能が維持されていることが、流通時に確認でき、
評価されるようにならないか

認定長期優良住宅が認定計画通りに維持保全されることを制度的に担保すること
が必要ではないか
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認定長期優良住宅が認定計画通りに維持保全されることの制度的担保①

●維持保全の実施状況が客観的に見えるようにする必要があるのではないか

＜現状＞
認定長期優良住宅の維持保全の実態がよく分かっておらず、全ての認定住宅において認定時
のハードの性能が担保できているかどうか不明確である

現在の維持保全のスキーム
• 維持保全実施状況を流通時に簡単に確認することができない。
• 点検の具体的方法や実施主体に関する基準がない。

（維持保全実施者は専門的知識をもった事業者、知識をもたない住宅所有者どちらも可）

●維持保全の実施内容のレベルを制度的に担保することが考えられないか

＜対応の方向性＞
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維持保全状況の報告を受けた所管行政庁が内容を確認する。適切に維持保全されていないと認めると
きは、必要な措置の勧告、命令を行い、命令に従わない場合は認定を取り消すことも考えられる。

＜対応イメージ１＞

・全数報告（現在は抽出調査）となり、認定計画実施者、所管行政庁双方の負担大
・10年目以降はインセンティブが少ないため、住宅所有者が認定を維持するメリット小

課題

●維持保全の実施状況の見える化

認定長期優良住宅が認定計画通りに維持保全されることの制度的担保②

定期的に維持保全状況を所管行政庁等に報告することを
検討してはどうか

＜対応イメージ２＞

・登録費用が発生し所有者の負担が増加
・個人情報の扱いについて、整理が必要

課題

長期優良住宅法で作成及び保存しなければならないとされている維持
保全の状況に関する記録（履歴情報）について、情報サービス機関へ
の登録を必須としてはどうか
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認定長期優良住宅が認定計画通りに維持保全されることの制度的担保③

・認定期間を更新したい認定計画実施者は、維持保全状況の報告書を添えて所管行政庁に更新を申請
し、所管行政庁が適切に維持保全されていると認めた場合、認定を更新することが考えられる。
（更新しない場合は期限を迎えると自動的に認定が失効）

＜対応イメージ３＞ 認定に有効期限を設定してはどうか

・ 10年目以降はインセンティブが少ないため、意図的なものも含め認定失効が相当数出る可能性
・認定を失効させないよう指導・助言する所管行政庁の負担大

課題

認定取得

＜10年後＞

維持保全状況の
報告書の提出

認定申請書の
提出

10年間有効

10年間有効 10年間有効

失効

維持保全状況の
報告書の提出
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●維持保全の実施内容のレベルの担保

・維持保全計画に維持保全実施予定者を具体的に記入するようにする。
専門家としては既存住宅現況調査資格者講習修了者が考えられる。

＜対応イメージ４＞ 維持保全計画に基づく定期的な点検を専門家が行うことを
必須としてはどうか

・認定申請の時点で長期間の維持保全実施を請け負う専門家が見つけるのが難しい可能性
・維持保全にかかるコストの増加

課題

認定長期優良住宅が認定計画通りに維持保全されることの制度的担保④

（国土交通省令・基準告示）
住宅の構造耐力上主要な部分（基礎、柱、梁等）、雨水の浸入を防止する部分（屋根、外壁等）及
び給排水管について、以下により、点検の時期及び内容が定められていること

・点検の対象となる部分の仕様に応じた点検の項目及び時期が定められたものであること
・点検の時期が直近の点検等から10年を超えないものであること
・点検の結果を踏まえ、必要に応じて修繕等を行うこととされていること
・地震時及び台風時に臨時点検を実施することとされていること
・住宅の劣化状況に応じて、維持保全の方法の見直しを行うこととされていること
・計画の変更があった場合に、必要に応じて維持保全の方法を変更することとされていること

→維持保全計画実施者については規定していない。
認定申請時に任意で記入を求めている「維持保全を行う者」に、専門家ではない
所有者を記入している場合が一定数ある。
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認定長期優良住宅が認定計画通りに維持保全されることの制度的担保⑤

＜対応イメージ５＞

・認定計画通りに維持保全せれていることを確認する所管行政庁の負担大
課題

希望する場合に認定計画通りに建築・維持保全されていることを所管
行政庁等が確認することとしてはどうか

128

＜対応イメージ６＞

・説明ができない事業者において混乱が生じる可能性
課題

・認定申請時等に事業者による説明を義務付け、事業者・所有者の意識変容を促す。
・具体的には、長期優良住宅の認定申請（承継手続き）を行う際に、維持保全についての説明を受
けたことを住宅所有者が確認した旨を書類で添付する。

認定長期優良住宅所有者の義務について、引渡し時（承継時）に
事業者から住宅所有者に説明することを徹底すべきではないか

維持保全確認書

―――――――――
―――――――――
―――――――――
―――――――――
―――――――――
―――――――――
――――

―――

＜記載する内容＞

・維持保全の実施の義務があることについて

説明を受けたことを確認する書類であること

・義務の内容

・説明者の名前

・確認した年月日

・説明を受けた者の名前

現在は、行政庁より認定
証付与時に、維持保全に
関する啓発チラシ「長期
優良住宅の認定を受けら
れたみなさまへ」を添付し
て住宅所有者に周知して
いる。



Ⅲ 今後の取組の方向性
２．既存住宅について

（２）制度の普及に向けた取組
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・認定長期優良住宅が相対的に高く評価される価
格査定マニュアルが普及・定着すれば、住宅所有
者は認定長期優良住宅であることを自らアピール
するようになる

＜対応イメージ＞ 価格査定マニュアルの普及を促進してはどうか

・価格査定マニュアルにおける認定長期優良住宅などの評価方法の説明をよりわかりやすく示す必要
・宅建業者に活用いただく工夫が必要

課題

ハードの性能が高くきちんと維持保全されていることの評価

・規模修正率（1.00）
・新耐震基準適合率（1.00）
・建物全体の品等格差率

（0.99 ※1 ⇒ 1.03 ※2 ）
・現価率（％）

（59.70 ※1 ⇒ 68.40 ※2 ）

・標準建築費（単価） 21.6万円／㎡
・総延床面積134㎡
の建築物で10年が経過した時点を比較すると

・付加価値率（1.00）
・外観補正率（1.00）
・外構補正率（1.00）
・内装・設備補正率（1.00）

＜建物評価に関係する項目＞

①「維持保全が行われている長期優良住宅」の場合
⇒ 2,037万円

②「長期優良住宅以外の住宅」の場合
⇒ 1,702万円

となり、335万円の差が生じる

＜価格査定マニュアルによる試算例＞

※１：①の場合
※２：②の場合

価格査定マニュアルにおいては、認定長期優良住宅の
基礎・躯体の耐用年数が100年（他の住宅は、30
年や50年など）とされるとともに、基礎・躯体のグレード
が標準の住宅に比べて高く設定されている（単価は
7%~10%増し）。その結果、相対的に高く評価され
る。（右試算例参照）
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長期優良住宅化リフォーム推進事業（再掲）

良質な住宅ストックの形成や、子育てしやすい生活環境の整備等を図るため、既存住宅の長寿命化や省エネ化等に資する性能
向上リフォームや子育て世帯向け改修に対する支援を行う。

効 果

○子育てしやすい
生活環境の整備

○ 良質な既存住宅ストックの
形成

○ 既存住宅流通・
リフォーム市場の活性化

【対象事業】

以下の①、②を満たすリフォーム工事

①インスペクションを実施し、維持保全計画・履歴を作成すること

②工事後に耐震性と劣化対策、省エネルギー性が確保されること

【補助率】 １／３

【限度額】 １００万円／戸

○ 長期優良住宅（増改築）認定を取得する場合 ２００万円／戸

さらに省エネ性能を向上させる場合 ２５０万円／戸

○ 三世代同居改修工事を併せて行う場合は、上記の限度額のほか、

５０万円／戸を上限として補助

○若者・子育て世帯が工事を実施する場合、または既存住宅を購入

し工事を実施する場合は、上記の限度額に、５０万円／戸を加算

事 業 概 要

○インスペクションの実施

○性能向上等 ・耐震性 ・劣化対策 ・省エネルギー性
・維持管理・更新の容易性 ・バリアフリー性 ・可変性

○維持保全計画・履歴・長期修繕計画の作成

○三世代同居改修○子育て世帯向け改修
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認定計画実施者の法に基づく義務などの基本的な情報から、維持保全の記録の記
入方法までを網羅した維持保全マニュアルを作成。認定計画実施者に配布している。
また、完了報告提出時に長期優良住宅認定標章シールを配布している。

長期優良住宅認定標章シールを配布する取組 （愛知県）

長期優良住宅認定標章シール
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○ 「優良マンション」として登録、公表されることで、マンションを
適正に維持していこうという管理組合の 意識の向上が図ら
れ、結果として資産であるマンションの維持に役立つ。

○登録機関や東京都のホームページで広く情報が発信される
ことにより、マンションの購入検討者が、建物の性能及び管
理の状況を把握することができ、購入のための判断材料とす
ることができる。

○ 「優良マンション」として登録された証として登録証を発行さ
れる。

東京都優良マンション登録表示制度

マンションの適正な維持管理の推進とともに、流通市場の活性化を目的として、建物（共用部分）の性能と管理の両面におい
て、一定の水準を確保する分譲マンションを「優良マンション」として認定・登録し、公表する制度（平成15年４月開始）

優良なマンションを登録し表示する取組（東京都）

○ 新築、既存それぞれに建物の性能（ハード面）と管理規約等
（ソフト面）の認定基準を設けている。

＜建物の性能（ハード面（新築））（抜粋）＞
・耐震等級（構造躯体の倒壊防止） 等級１
・耐火等級（延焼のおそれのある部分（開口部））等級２
・劣化対策等級（構造躯体等） 等級２
・維持管理対策等級（共用配管）等級２
・断熱等性能等級 等級４
・高齢者等配慮対策等級（共用部分） 等級３

○平成30年度末までの登録実績：216件（19,475戸）

制度概要

認定基準

実績

認定・登録によるメリット
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長期優良住宅のＰＲ動画（再掲）

• 消費者への説明資料としてご活用いただ
くことを目的にPR動画を作成

• 長期優良住宅の制度概要、メリットを分
かりやすく説明

• YouTubeに公開
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Ⅲ 今後の取組の方向性
３．共通する事項について

（１）制度の改善
①手続き
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所管行政庁の手続き等の共通化に関するご意見
• 所管行政庁ごとの手続きが共通化されると、申請者の手続きの合理化がしやすくなるの

で、検討が望まれる。
• 完了報告書の提出物も所管行政庁ごとで異なるため、共通化していただきたい。
• リフォーム時の軽微な変更の手続きは、所管行政庁により取り扱いの違いが大きい。
• 「各所管行政庁において「軽微な変更に該当するリフォーム工事時に、軽微な変更の届

出は要しない」という認識になるように、所管行政庁間の意思統一を進めていただきたい。
所管行政庁の手続き等の共通化を図れないか

書類提出時期の柔軟化に関するご意見
• 技術的審査に時間がかかり、着工までに時間がかかる。認定申請をしてからの着工より

も、自己責任でよいので技術審査の段階で着工できるようにしていただきたい。
• 維持管理計画の提出時期を、長期修繕計画作成時期に合わせて後倒しできないか。

認定申請に関連する書類の提出時期の柔軟化を図れないか

検討会等でいただいたご意見①
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譲受人の決定手続きに関するご意見
• 譲受人決定から3か月以内に変更届を出すことについて、不要又は延長（6ヶ月等）

または完了報告の申請者名を事業者名とすることができないか。
• 譲受人に関する変更届について、建売の場合は特に、引き渡しまでは解約の可能性も

あるため、それまでは譲受人の決定が不確定な状況にある。
すでに「譲受人の決定時点は契約締結又は引き渡し時としてもよい」との運用を行っ
ており、周知を徹底

書類の電子化に関するご意見
• 長期優良住宅は長く追いかけていく必要。書類は電子で取っておけるような仕組みが

必要。
制度上の制約はない。所管行政庁の電子化に係る取組を促進

検討会等でいただいたご意見②
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(参考)性能表示制度との一体的な運用によって改善が期待されるご意見
（所管行政庁等の手続き等の共通化）
• 所管行政庁の審査と登録住宅性能評価機関の技術的審査項目について、整理・共

通化等の検討が望まれる。
（添付図書の削減）
• 添付書類の省略について施行規則に位置付け、添付書類の合理化によって、電子申

請の構築や申請者の事務負担軽減、適合証の偽造防止などのメリットが期待できる。
• 技術的審査適合証を添付しての認定申請の場合、技術的審査の省略、技術的審査

にかかわる図書の省略を、明確にできないか。
（申請先）
• 申請書提出先を所管行政庁だけでなく、民間評価機関も加えられないか。

検討会等でいただいたご意見③
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手続き等の共通化・柔軟化

• 所管行政庁の手続き等の共通化を図れないか
• 認定申請に関連する書類の提出時期の柔軟化を図れないか

調査対象 47都道府県と20政令指定都市（回答は65行政庁（回答率97.0%））
調査期間 平成31年4月17日～平成31年4月27日
調査事項 ①申請時の添付図書関係

②軽微な変更関係
③認定申請時の技術的審査適合証の取り扱い関係
④住宅性能表示制度との一体的運用関係
⑤共同住宅の認定の枠組み関係
⑥その他

所管行政庁に対するアンケート調査概要

所管行政庁と協議等を進め、共通化・柔軟化の可能性を検討
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その他の「その他所管行政庁で必要と認める書類」
• 建築士が設計したことを証する書類
• 建築物エネルギー消費性能適合性判定通知書（判定を要する場合）
• 工事管理者選定届
• 専用配管のうち、ガス管に係るものを除く専用配管の配管経路図。等

所管行政庁の手続き等の実態①

55 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有
無

その他所管行政庁が必要と認める書類があるか ※１

１．申請時の添付図書関係

※１ 長期優良住宅の普及の素億進に関する法律施行規則第二条第一項の「所管行政庁が必要と認める図書」のうち、国住生第
291号、第333号技術的助言で示されている「技術的審査の適合証」「設計住宅性能評価書の写し」「住宅型式性能認定書の写し」
「型式住宅部分等製造者認証書の写し」「特別評価方法認定書」「構造計算適合性判定関係書類」を除く書類を定めている場合、
「有」と整理。

8割超の所管行政庁で必要と認める
書類を別途定めている。

主な「その他所管行政庁で必要と認める書類」 ※括弧内は求めている所管行政庁数

• 居住環境の基準に適合することが確認できる書類（48）
• 確認済証の写し等（13）
• 維持保全計画（６）※２
• 地盤調査説明書（５）

※２ 施行規則第一号様式第四面とは別に書式を定めているもの。
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１．申請時の添付図書関係

所管行政庁の手続き等の実態②

「その他所管行政庁で必要と認める書類」を定めている主な理由

• 居住環境の基準に適合することが確認できる書類
• 基準に適合することを確認／審査するため。
• 各担当部署が異なり、それぞれの居住環境基準を満たしていることを確認する
ため。

• 確認済証の写し等
• 建築基準法に適合している建物かどうか判断するため。
• 確認を受けた図面との整合性を見るため。
• 法第六条第二項の規定による併用申請の有無の確認のため。

• 維持保全計画
• 維持保全措置の具体的内容の確認のため。
• 申請書（第一号様式第四面）の記載欄では、住宅の部分又は設備ごとの維持保
全計画を記載するためには狭いため。

• 地盤調査説明書
• 長期使用構造の基準に適合しているか確認するため。
• 敷地の安全性を確認するため。
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所管行政庁の手続き等の実態③

２．適合証提出時の審査項目

※３ 記載内容の不備（図書の不整合、記載漏れ、誤記等）といった形式的な誤りの確認は除く。

技術的審査の適合証を添付して申
請がされた場合、適合証の内容に
ついて ７割超の所管行政庁が審査
を実施していないが、３割弱の所
管行政庁で審査を実施している。

適合証の内容を別途審査する主な事項と再審査内容、理由 ※括弧内は求めている所管行政庁数

18 47

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施する

実施しない

登録住宅性能評価機関の技術的審査の内容について、
所管行政庁で追加で審査を実施する項目（※３）はあるか。

規模の基準（14）
＜理由＞基準を満たさないもので適合証が交付された例が

あった。／階段面積の取り扱いなどで疑義がある
ケースが散見された。

劣化対策（10）
＜内容＞天井点検口、床下点検口の有無。

床下空間有効高さ330mmの基準を満たしているか。
＜理由＞点検口が図示されていない例が散見される。

居住環境基準（９）
＜内容＞都市計画施設内、地区計画区域内であるかどうか。

維持管理・更新の容易性（８）
＜内容＞給排水管が専用管であるか。給排水経路が維持保

全・改修に適切か、自己敷地内で完結しているか。

省エネルギー性（７）
＜内容＞設定と結果のみ確認。／告示別表第10で

定める地域の区分が正しいか。

維持保全計画（７）

すべて（４）
＜理由＞技術的審査の法的位置づけがなく、法律上

所管行政庁による適合性確認が求められて
いると判断している。／稀に住宅性能評価
機関での審査内容に不備がある。
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所管行政庁の手続き等の実態④

３．軽微な変更時の提出書類、評価機関の活用

約７割の所管行政庁で軽微な変更に関す
る書類の提出を求めている。

軽微な変更かどうかの判断を性能評価機関に求める理由
• 原則所管行政庁で判断するが、技術的な内容で判断に苦慮する内容である場合は
相談することもある。

• 技術的な審査のほとんどを評価機関で行っているため、参考意見として判断を求
めている。

• 評価機関にしか出されていない資料がある、変更前後の図面の偽装等が判断でき
ない、詳細な審査を評価機関が行っているため、原則求めている。

46 19

0% 20% 40% 60% 80% 100%

求めている
求めていない

軽微な変更に関する書類の提出を求めているか。

40 25

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある
ない

軽微な変更かどうかの判断を性能評価機関に求めることがあるか。
約６割の所管行政庁で軽微な変更かどう
かの判断を性能評価機関に求めることが
ある。
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所管行政庁の手続き等の実態⑤

４．技術的審査の適合証の提出時期

約７割の所管行政庁が申請後の技術的審
査の適合証の提出に対応できないと回答

申請後の技術的審査の適合証の提出に対応できないとする主な理由、課題
• 申請受付時に申請手数料を確定させる必要があり、技術的審査の適合証が申請時に添
付される場合に申請手数料を減額しているが、適合証の提出が申請後でもできるとな
ると、事務手続きが煩雑となる／手数料条例の改定が必要／トラブルの原因となる。

• 申請時の添付図書をどう規定するか。
• 適合証の交付が受けられなかった場合の手続きをどう規定するか。
• 適合証の提出期限をどう規定するか。
• 必要書類が整っていない状態での申請を認めることは、他の許認可事務との整合が取
れないのではないか。

20 45

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できる
できない

申請時には技術的審査の適合証の提出は必須とせず、適合
証が発行された時点で提出することは可能か。
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認定申請に係る手数料の電子納付化 （茨城県）

長期優良住宅の建築等計画の認
定申請に係る手数料について、令
和２年４月１日から電子納付が可
能となった。
また、電子納付と併せて、申請書
等の提出については郵送による
受付も行う。

＜申請フロー＞

＜令和２年４月実績＞
窓口での申込 81件
郵送＋電子納付による申込 12件



Ⅲ 今後の取組の方向性
３．共通する事項について

（１）制度の改善
②賃貸住宅の認定促進
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検討会等でいただいたご意見

賃貸住宅の位置づけに関するご意見

• 賃貸住宅において長期優良住宅の認定実績がほとんどないことには違和感がある。
• 資産価値・環境性能が高い賃貸住宅について、どのように長期優良住宅制度の中で位

置づけるか、検討する必要はないか。
• 賃貸共同住宅のオーナーは一人であり、区分所有により住宅を維持管理する場合と考

え方が違うのではないか。

賃貸住宅の認定促進に向けた認定基準の合理化に関するご意見

• 低層賃貸共同住宅等においては、所有者と住戸の関係が分譲共同住宅等と異なるた
め、躯体天井高さの基準は除外できないか。

• 低層賃貸共同住宅等においては下階住戸に専用配管を通すことが一般的であり、専
用配管が他住戸等の専用部分に設置されていないこととする基準は除外できないか。
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ヒアリング結果

ヒアリング調査①

認定を取得した物件情報 RC造6階建て、RC造13階建ての2棟

認定を取得した理由
入居率が高い状態をより長く保つために、メンテナンスして長く使え
ることを重視しており、長期優良住宅の理念と合致している部分が
あると思った。

認定のハードル 標準仕様で耐震性能を高くしており、耐震性の基準を満たすことが
大きなハードルと感じなかった。

収益上のメリット
賃料は近隣の同条件の物件と大した差はない。同等か少し上乗
せしている程度である。現時点では、収益面での差別化はされてい
ない。

課題 「イニシャルコストがこのくらいかかるが、ランニングコストで元が取れ
る」ということが明確に示せないため、メリットを示しにくい

ヒアリング対象 賃貸共同住宅２棟で長期優良住宅の認定を取得した事業者
ヒアリング実施日 2016年11月28日

賃貸共同住宅で認定取得実績のある事業者に対するヒアリング調査の概要
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ヒアリング結果

ヒアリング調査②

認定の
ハードル

耐震性 対応可能（全社）。しかし、オーナーが求めないため、等級１としてい
るものも多い。

可変性 標準仕様では基準を満たしていない。対応するために多額のコストアッ
プが生じる（４社）

維持管理・更
新の容易性

専用配管が下階の天井裏を通っているため等級３に適合しない。適
合させるために二重床にするには多額のコストアップを要する（全社）

住戸面積 都市部で認定基準の面積を確保すると、家賃はかなり高額となる。郊
外では家賃が安く、コストが回収できない。

ヒアリング対象 プレハブ建築協会会員５社
ヒアリング実施日 2018年２月～３月

賃貸共同住宅で認定取得実績のない事業者に対するヒアリング調査の概要

認定を取得しない理由
• オーナーはランニングコストの軽減の観点からメンテナンスフリーを求める。
• 築年が経つと入居率が下がり利回りが悪くなることや、相続税対策の関係で、30年ほど経つと建替

えた方がよいとの判断になる。
• 入居者が求める性能は、断熱性、耐震性、遮音性、外観のよさ、収納の多さ。
• 住宅性能評価の取得実績は多くない。
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検討会等で出された論点

• 認定基準について、賃貸と分譲は異なるという点を踏まえた合理化が望まれ
る。

• 賃貸住宅では住宅の性能を賃料に反映することが困難なため、認定基準を
合理化しても取り組みは普及しないのではないか。

150

現在、住生活基本計画の見直しに向けて審議会において検討が進められ
ていることから、審議会での検討を踏まえつつ、区分所有されていないこと
等を踏まえた基準の合理化等に関し、引き続き検討を継続。



Ⅲ 今後の取組の方向性
３．共通する事項について

（２）制度の普及に向けた取組
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（建設時のインセンティブ）
• 中小工務店について、1度申請を行えば、あとは続けて取り組むことができるということはある。まずは

一歩目を踏み出せるような仕組みがあるとよい。
• 一般工務店の取組み推進のため、認定申請書の作成（外注）費の助成等があると取組み易い

（設計事務所、建材納材店、プレカット工場等による図書作成費用の補助）
• 長期優良住宅のインセンティブが、共同住宅に合っていない。

（維持保全の実施に対するインセンティブ）
• 維持保全計画に則して行われる維持保全工事に要する費用の一部を所得税から控除する制度

などを創設できないか。
• 車検と同じように家検制度があり、その費用に対して税制優遇を設けてほしい。
• 流通時のインセンティブだけでなく、「自分のマンションをよくする」という考え方の住民にとってのインセ

ンティブも必要。
• 共同住宅の維持管理のための投資に対する管理組合の合意形成を促す上で、何らかのインセン

ティブが必要ではないか。
• 大規模修繕に対するインセンティブとして、大規模修繕の積立時点での減税策等があり得るのでは

ないか。

（流通時のインセンティブ）
• 長期優良住宅を流通に乗せることにインセンティブがあると良い。

検討会等でいただいたご意見

以下の視点も踏まえつつ、引き続き検討
・既存のインセンティブは、高性能な住宅を建設することに伴う掛かり増し費用に着目
・私有財産の維持管理は所有者の当然の責務という考え方もある 152



（参考）長期優良住宅に係る現行の支援制度

新築 増改築

補
助

地域型住宅グリーン化事業（長寿命型）
中小工務店等が整備する木造の長期優良住宅について支援
【補助限度額】110万円／戸 等

長期優良住宅化リフォーム推進事業
既存住宅の長寿命化に資するリフォーム等について支援
【補助率】補助対象経費の１／３
【補助限度額】200万円／戸 等

税

以下の税における特例措置
所得税

住宅ローン減税：一般住宅より控除対象限度額を1,000万円引き上げ
（控除期間は原則10年間）
投資型減税：標準的な性能強化標準費用相当額の10％を控除

登録免許税
一般住宅より税率を軽減（保存登記：1.5/1000→1.0/1000 等）

不動産取得税
一般住宅より課税標準からの控除額を100万円上乗せ

固定資産税
一般住宅より1/2減額する期間を2年延長（戸建て5年、マンション7年）

以下の税における特例措置
所得税

ローン型減税：ローン残高の一定割合を控除（控除期間は5年間）
投資型減税：標準的な性能強化標準費用相当額の10％を控除

固定資産税
2/3減額（減額期間は1年）

融
資

【フラット３５】Ｓ （金利Ａプラン）
フラット３５の借入金利を当初10年間、0.25%引き下げ

金利引継特約付き【フラット３５】
住宅売却の際に、購入者へ住宅ローンを引き継ぐことが可能

【フラット５０】
償還期間の上限が50年間。住宅売却の際に、購入者へ住宅ローン
を引き継ぐことが可能

【フラット３５】Ｓ （金利Ａプラン）
フラット３５の借入金利を当初10年間、0.25%引き下げ

金利引継特約付き【フラット３５】
住宅売却の際に、購入者へ住宅ローンを引き継ぐことが可能

【フラット３５】リノベ （金利Ａプラン）
フラット35の借入金利を当初10年間、0.5%引き下げ

【フラット５０】
償還期間の上限が50年間。住宅売却の際に、購入者へ住宅ローン
を引き継ぐことが可能

※いずれも認定を受けた住宅を取得する場合又は認定を受けていない住
宅を取得し、リフォームを実施して認定を受ける場合に利用可能
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（参考）金融機関へのヒアリング結果

• 民間金融機関の長期優良住宅の既存住宅への融資についてはどのような姿勢か。

一般的には申込人の信用力が全てであり、長期優良住宅など住宅の性能を審査等
加味することを聞いたことはない。

• リバース６０において、長期優良住宅の場合の担保掛目が５％アップしている根拠は何か。

ＪＨＦにおいて、過去に住宅ローンでデフォルトした長期優良住宅の債権回収データ
から推計した結果をもとに決定している。

調査対象 住宅金融支援機構（JHF）、民間金融機関一行
調査期間 平成31年3月4日、平成31年3月8日

金融機関へのヒアリング調査概要
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「ふくおか型長期優良住宅」推進プロジェクト

●認定基準＋αの独自基準を設定して金利優遇等

福岡県と民間金融機関が連携し、「ふくおか型長期優良住宅」を建設・購入する
場合、県と提携した金融機関で住宅ローンの「金利引き下げ」や「融資手数料の
割引」等を受けることができる制度。

●事業主体
・福岡県

●提携金融機関
・福岡銀行
・筑邦銀行
・西日本シティ銀行
・北九州銀行
・福岡中央銀行
・信用金庫等 9行
・ＪＡグループ福岡 14行

金融機関と連携した取組 （福岡県）
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○管理組合の申込みにより同診断を実施（組合負担なし）
○実施は、所定の研修受講と「マンション管理士賠償責任保険」加入の条件を満たした診断マンション管理士
○診断結果として管理組合へは診断レポートの提供
○診断評価は満点を100Pとして換算、「S」、「A」、「B」の三段階として表記

損害保険会社と連携した取組 （（一社）日本マンション管理士会連合会）

○マンション管理の重要性の社会的認知度の促進→特に管理組合においての関心度の引き上げ
○管理状況にかかわらない築年数別保険料設定に対する一石
○高経年マンションの高額保険料負担における財政破綻予防
○研修及び診断時の現場経験による所属マンション管理士のボトムアップ

○診断結果を採用する損害保険会社から評価を反映した管理組合火災保険の見積の提供（高評価による割引）
○同様に「S」評価マンションにはS評価ステッカーの贈呈
○ネット住宅情報機関に管理状況評価として「S」及び「A」評価の記載

○診断件数 令和２年３月末日現在
・ 10,875棟（全国13万棟における8.3％） ・ 「S」及び「A」評価件数 7,990件

○令和元年10月保険料値上げに伴う保険事故状況による割引だけでなく、診断採用損保会社以外の大手損保で優良物件割引適用

○高評価マンションにおいては、適正な管理の維持。「B」評価マンションにおいては、診断レポートを指針に今後の管理状況向上促進
（管理不全の防止）

○管理状況を中古不動産流通価格に反映（適正管理マンション化率向上の促進）
○マンション管理士活用の管理組合周知（専門家活用のステップ）

概要

目的

メリット（インセンティブ）

実績と影響

期待される効果
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（参考）建築基準法以外の法令で容積率特例を定めているもの
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年度 根拠法令名 条項 特例 趣旨

Ｈ６

高齢者、障害者等の移動等の円
滑化の促進に関する法律
（高齢者、身体障害者等が円滑に
利用できる特定建築物の建築の
促進に関する法律）

24条
高齢者、障害者等が円滑
に利用できる建築物の容
積率の特例

建築物特定施設の床面積が高齢者、障害者等の円滑な利用を確保するため通常の床
面積よりも著しく大きい建築物で、大臣が定める基準に適合するものについては、特定
行政庁の許可の範囲内において容積率の限度を超えることができる。

Ｈ14

高齢者、障害者等の移動等の円
滑化の促進に関する法律
（高齢者、身体障害者等が円滑に
利用できる特定建築物の建築の
促進に関する法律）

19条
認定特定建築物の容積率
の特例

建築物移動等円滑化誘導基準に適合し所管行政庁が認定した特定建築物については、
廊下等の特定施設の床面積のうち、通常の建築物の特定施設の床面積を超えることと
なる一定の部分について床面積を算入しない。

Ｈ23 津波防災地域づくりに関する法律 15条
津波避難建築物の容積率
の特例

津波からの避難に資する一定の基準を満たす建築物の防災上有効な備蓄倉庫その他
これに類する部分について、特定行政庁が認める範囲において床面積に算入しない。

Ｈ24 都市再生特別措置法 19条の17
都市再生安全確保施設で
ある備蓄倉庫等の容積率
の特例

都市再生安全確保計画に記載された都市再生安全確保施設である備蓄倉庫その他こ
れに類する部分について、特定行政庁が認める範囲において床面積に算入しない。

Ｈ24 都市の低炭素の促進に関する法
律

60条
低炭素建築物の容積率の
特例

所管行政庁が認定する低炭素建築物について、基準に適合するための措置をとること
により通常の建築物の床面積を超えることとなる一定の部分について、床面積に算入し
ない。

Ｈ25 建築物の耐震改修の促進に関す
る法律

17条
耐震改修計画認定におけ
る容積率の特例

耐震改修工事が地震に対する安全性確保のために必要であり、容積率規制に適合し
ないこととなることがやむを得ないものであり、交通上、安全上、防火上、衛生上支障が
ないと所管行政庁が認めた場合には、当該建築物に容積率規制を適用しない。

Ｈ25 国家戦略特別区域法 16条
国家戦略住宅整備事業に
おける容積率の特例

国家戦略特別区域内においてその全部又は一部を住宅の用途に供する建築物につい
て、容積率の最高限度を国家戦略特別区域計画において定めた数値又は同計画に定
めた算定方法に基づく数値とする。

H26 マンションの建替え等の円滑化に
関する法律

105条
除却する必要のあるマン
ションの建替えに係る容積
率の特例

地震に対する安全性を有しておらず除却する必要がある旨の特定行政庁の認定を受
けたマンションの建替えにより新たに建築される一定の敷地面積を有するマンションに
ついては、特定行政庁が市街地の環境の整備改善に資すると認めて許可したものにつ
いて、許可の範囲内において容積率の限度を超えることができる。

Ｈ27 建築物のエネルギー消費性能の
向上に関する法律

35条
認定建築物エネルギー消
費性能向上計画に係る建
築物の容積率の特例

所管行政庁が認定する認定建築物エネルギー消費性能向上計画に係る建築物につい
て、基準に適合するための措置をとることにより通常の建築物の床面積を超えることと
なる一定の部分について、床面積に算入しない。


